
日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

丸

山

恵

也

は
し
が
さ

つ
日
本
型
企
業
社
会
の
特
徴

二
、
日
本
的
労
使
関
係
の
特
質

三
、
成
長
型
財
務
構
造
か
ら
過
剰
蓄
積
へ

四
、
大
企
業
体
制
と
下
請
中
小
企
業
の
支
配
シ
ス
テ
ム

む
す
び

は
じ
め
に

日
本
的
経
営
が
日
本
経
済
の
グ
ッ
ド
・
パ
ー
フ
ォ
マ
ン
ス
の
要
因
で
あ
り
、
ま
た
、
日
本
企
業
の
生
産
性
の
高
さ
と
国
際
競
争
力
の
強

さ
の
秘
密
で
あ
る
と
の
理
解
が
一
般
化
し
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
た
し
か
に
、
日
本
資
本
主
義
は
敗
戦
時
の
産
業
破
壊
か
ら
急
速
に
立
ち

直
っ
た
ば
か
り
か
、
ド
ル
・
シ
ョ
ッ
ク
と
二
度
に
わ
た
ろ
オ
イ
ル
・
シ
ョ
ッ
ク
を
契
機
と
す
る
深
刻
な
不
況
と
い
う
世
界
資
本
主
義
の
構

造
的
変
化
を
の
り
き
っ
て
、
日
本
の
大
企
業
は
ア
メ
リ
カ
、

E
C
諸
国
に
と
っ
て
最
大
の
脅
威
と
な
る
競
争
力
を
保
持
し
、
今
日
ま
で
高

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

九
七
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九
八

度
の
成
長
を
維
持
し
て
い
る
。

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
評
価
は
、
も
う
一
つ
の
日
本
経
済
の
特
徴
を
捉
え
て
い
な
い
と
い
う
意
味
で
皮
相
的
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。

一
九
七
五
年
以
降
の
「
減
量
経
首
」
に
よ
る
大
企
業
を
軸
と
す
る
労
働
力
構
成
の
再
編
は
深
刻
な
雇
用
問
題
を
も
た
h

り
し
た
。

九
七

九
年
σコ

総
理
府
就

喜
造
基
本
調
査

よ

て
も

一
五
歳
以
上
の
人
口
八
、

入
三

O
万
人
の
な
か
の
有
業
者
中
の
転
職
希
望
者
四

七
六
万
人
、
同
じ
く
追
加
就
業
希
望
者
二
九
四
万
人
、
無
業
者
中
の
仕
事
を
主
と
す
る
就
業
を
希
望
す
る
も
の
二
五
七
万
人
、
あ
わ
せ

一、

O
二
七
万
人
(
一
一
・
六

M
3、
そ
の
う
ち
、

求
職
活
動
を
し
て
い
る
者
が
四
三
ニ
万
人
(
四
・
九
弱
)
に
達
し
て
い
る
。
日
本
の

失
業
者
一
二

O
万
人
、
二
形
と
い
う
政
府
の
公
表
数
字
は
実
態
か
ら
ま
っ
た
く
か
け
は
な
れ
て
い
る
。
ま
た
、

「
減
量
経
首
」
と
最
近
の

「
M
E
合
理
化
」
で
、
職
場
の
労
働
は
い
ち
だ
ん
と
き
び
し
く
強
化
さ
れ
て
お
り
、
実
労
働
時
間
は
第
1
図
に
み
る
よ
う
に
、
日
本
の
労

働
者
の
年
間
総
労
働
時
間
が
二
、

0
0
0時
間
を
趨
ぇ
、
こ
れ
は
ア
メ
リ
カ
よ
り
二
主
四
時
間
、

フ
ラ
ン
ス
よ
り
四
九
五
時
間
、
丙
ド
イ

ツ
よ
り
五
三
九
時
間
も
多
く
な
っ
て
い
る
。
有
給
休
暇
も
第
1
表
に
み
る
よ
う
に
先
進
工
業
国
の
な
か
で
は
極
端
に
少
な
い
。
し
か
も
、

こ
の
少
な
い
有
給
休
眠
も
実
際
に
は
一
ニ

O
i四
O
勿
程
度
し
か
消
化
さ
れ
て
い
な
い
の
で
あ
る
。
世
界
の
労
働
時
間
は
週
三
五
時
間
時
代

に
む
か
つ
て
い
る
な
か
で
、
日
本
は
依
然
と
し
て
週
四
八
時
間
制
の
ま
ま
で
(
第
1
表
)
、
そ
の
上
、
残
業
は
事
実
上
、
無
制
限
で
あ
り
、

い
わ
ゆ
る
「
サ
ー
ビ
ス
残
業
し
と
い
う
名
の
残
業
手
当
な
し
の
労
働
が
一
殻
化
、
常
態
化
し
て
き
で
い
る
。

ま
た
日
本
の
労
働
者
の
賃
金
は
国
際
的
に
み
て
も
低
い
水
準
に
あ
り
〈
第
2
表
〉
、
と
く
に
オ
イ
ル
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
低
滞
傾
向
が
顕

著
で
実
質
賃
金
の
落
ち
込
み
は
大
さ
い
。

し
か
し
、
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
日
本
の
労
働
者
、
と
く
に
大
企
業
の
労
働
者
の
行
動
に
は
そ
れ
へ
の
抵
抗
を
よ
み
と
る
こ
と
は
で

き
な
い
。
そ
れ
ば
か
り
か
、
労
働
組
合
員
数
は
一
九
七
五
年
を
ピ

l
ク
に
減
少
し
つ
づ
け
て
お
り
、
争
議
参
加
人
員
は
民
間
労
働
者
、
官



年間総実労働時間の国際比較第 1図

(推計位、製造業、生産労働者)
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名目賃金の国際比較の推移〈製造業，生産労働者，男女計〉

|日 本!アメリカ|イギリス | 西 ド イ ツ ド ラ ン ス

第 2表

立
教
経
済
学
研
究
第
四

O
巻
一
号
(
一
九
八
六
年
)

円 ペンス マルク( フラン

1970 313.2 57.1 6.84 

1975 790.0 5.25 123.0 11.14 13.88 

1980 1，090.3 I 7.94 238.2 15.15 26.41 

1982 以 09.8 I 287.5 34.58 16.83 i 
円換算 月 円 円 円i 円

1970 313 1，297 434 658 443 

1975 790 1，558 811 1，344 961 

1980 1，090 1，800 1，256 1，890 1， 417 

1982 1，210 2，311 1，249 1，727 1，310 

格 差

1970 100 413 139 210 141 

1975 100 197 103 170 122 

1980 165 115 173 130 

1982 100 191 103 143 108 

(注) (11 日本は，規模30人以上を 5人以上に換算。

(21 アメリカ，西ドイツ，フランスは支払労働時間当たり賃金を実労時間当たり賃金

に換算。

(31 イギリスは，成人賃金を年少者，パートをふくむ賃金に換算。

141 アメリカは，遡及給，イレギュラーボーナスを，フランスはバカンス手当，年末

手当を含めた。

日本銀行『日本経済を中心とする国際比較統計J。

一
0
0

公
労
働
者
い
ず
れ
に
お
い
て
も
後
退
が
い
ち

じ
る
し
い
。
そ
し
て
、
先
進
工
業
国
で
は
七

0
年
代
の
顕
著
な
傾
向
と
な
っ
た
ア
ブ
セ
ン

テ
イ
ズ
ム
(
欠
勤
ま
ん
え
ん
〉
は
、

つ
い
に

日
本
に
は
上
陸
し
な
か
っ
た
。
そ
れ
と
こ
ろ

か
、
日
本
の
企
業
で
は
九
五
パ
ー
セ
ン
ト
以

上
と
い
う
驚
異
的
な
出
勤
率
を
い
ま
な
お
誇

っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

ま
た
、
日
本
の
労
働
者
は
た
ん
に
出
勤
率

が
高
い
と
い
う
だ
け
に
と
ど
ま
ら
ず
、
勤
労

意
欲
は
強
く
、
第
2
図
に
み
ら
れ
る
よ
う
に

労
働
生
産
性
も
、
欧
米
の
先
進
工
業
国
に
く

ら
べ
、
き
わ
め
て
高
い
水
準
を
維
持
し
て
い

ハ
1
)ザ。。こ

の
よ
う
に
欧
米
の
先
進
工
業
国
に
は
例

出所〉

を
み
な
い
ほ
ど
の
ミ
ゼ
ラ
ブ
ル
な
労
働
条
件

と
低
賃
金
の
な
か
で
、
日
本
の
労
働
者
は
な



労働生産性の国際比較第 2図

142.5 (製造業，75年ニ100)

日本

指数

140 

130 

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

83年82 81 8iJ 79 78 77 76 

ぜ
か
く
も
勤
勉
な
の
で
あ
ろ
う

か
。
日
本
の
労
働
者
は
超
過
密
な

労
働
を
長
時
間
強
い
ら
れ
な
が

ら
、
安
い
賃
金
で
有
給
休
暇
も
と

ら
ず
毎
日
出
勤
し
、
し
か
も
、
ス

ト
ラ
イ
キ
に
は
参
加
せ
ず
、
企
業

と
一
体
化
し
て
「
Q
C
サ
ー
ク
ル
」

な
ど
で
、
な
ぜ
生
産
性
の
向
上
な

出所〉日銀「国際比較統計」。

ど
に
取
り
組
む
の
で
あ
ろ
う
か
。

」
の
疑
問
を
解
く
た
め
に
は
、
日

本
的
経
営
の
本
質
と
そ
の
特
徴
を

追
求
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し

た
が
っ
て
、
本
稿
で
は
日
本
的
経

営
と
よ
ば
れ
る
企
業
体
制
の
構
造

を
総
体
的
に
と
り
あ
げ
、
検
討
し

ip

噌)、。

ヲ
J

、v

n v 
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。

(

1

)

日
本
の
労
働
者
の
労
働
状
態
に
関
す
る
国
際
比
較
に
つ
い
て
は
、
藤
本
武
著
『
国
際
比
較
日
本
の
労
働
条
件
』

れ
た
い
@

(
新
日
本
出
版
社
)
を
参
照
さ

日
本
型
企
業
社
会
の
特
徴

日
本
の
資
本
主
義
は
高
度
に
発
展
し
、
生
産
の
社
会
化
が
い
ち
じ
る
し
く
進
展
し
た
結
果
、
大
企
業
が
生
産
・
流
通
を
強
固
に
支
配

し
、
経
済
社
会
の
維
持
存
続
に
重
大
な
影
響
力
を
及
ぼ
す
存
在
と
な
っ
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
の
よ
う
な
大
企
業
体
制
の
確
立
は
、
日

本
だ
け
の
特
殊
な
現
象
で
は
な
く
、
現
代
資
本
主
義
の
一
般
的
な
傾
向
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。

し
か
し
、
日
本
に
お
い
て
は
、
こ
の
大
企
業
体
制
が
ま
さ
し
く
企
業
中
心
社
会
と
し
て
日
本
資
本
主
義
の
伝
統
的
体
質
の
上
に
君
臨
し

(
1〉

で
お
り
、
し
か
も
そ
れ
が
市
民
社
会
に
た
い
し
て
抑
圧
的
に
作
用
し
て
い
る
と
い
う
日
本
的
特
殊
性
が
指
摘
で
き
る
。

そ
こ
で
、
こ
の
特
殊
性
を
、
川
企
業
と
国
家
の
ゆ
着
(
官
民
協
調
シ
ス
テ
ム
)
、
凶
企
業
集
団
の
結
集
、
同
会
社
機
関
の
形
骸
化
と
い
う

側
面
か
ら
と
り
あ
げ
て
み
た
い
。

川
官
民
協
調
シ
ス
テ
ム
(
「
日
本
株
式
会
社
」
)
の
形
成

日
本
資
本
主
義
は
企
業
と
国
家
の
協
調
的
結
合
に
よ
る
「
日
本
株
式
会
社
」
を
歴
史
的
体
質
と
し
て
定
着
さ
せ
て
お
り
、
こ
う
し
た
大

企
業
最
優
先
の
国
策
こ
そ
が
戦
前
の
軍
事
的
封
建
的
日
本
資
本
主
義
の
基
盤
を
な
す
財
閥
を
う
み
だ
し
、
さ
ら
に
ま
た
、
戦
後
に
あ
っ
て

は
高
度
成
長
を
実
現
し
、
今
日
の
強
力
な
国
際
競
争
力
の
も
と
に
、

「
経
済
大
国
」
日
本
を
お
し
あ
げ
て
き
た
基
本
的
要
因
な
の
で
あ

る
。
そ
こ
で
、
日
本
の
政
府
が
自
ら
の
国
家
機
構
を
通
じ
て
大
企
業
の
高
蓄
積
と
発
展
の
た
め
に
、
い
か
な
る
政
策
を
と
っ
て
き
た
か
、

い
く
つ
か
の
点
か
ら
こ
れ
を
あ
き
ら
か
に
し
た
い
。



ω
日
本
の
政
府
は
大
企
業
の
巨
大
な
新
鋭
設
備
・
工
場
建
設
の
た
め
の
巨
額
な
資
金
を
、
日
銀
・
都
市
銀
行
・
政
府
系
金
融
機
関
、
さ

ら
に
は
政
府
の
財
政
投
融
資
を
通
じ
て
全
面
的
に
保
障
し
て
き
た
。

そ
し
て
、
こ
の
よ
う
に
し
て
お
こ
な
わ
れ
た
民
間
企
業
の
巨
額
な
設

備
投
資
が
日
本
の
高
度
成
長
の
推
進
力
と
な
り
、
そ
の
結
果
、
日
本
の
大
企
業
が
世
界
最
高
水
準
の
技
術
・
機
械
設
備
と
い
う
巨
大
な
生

産
力
を
獲
得
す
る
こ
と
が
で
き
た
の
で
あ
る
。
こ
の
点
は
日
本
企
業
の
財
務
的
特
質
を
分
析
す
る
と
こ
ろ
で
ま
た
ふ
れ
る
こ
と
に
す
る
。

同
日
本
の
政
府
は
大
企
業
の
資
本
蓄
積
促
進
の
た
め
の
工
業
用
地
、
工
業
用
水
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
道
路
、
港
湾
な
ど
産
業
基
盤
の
整
備

を
、
巨
額
な
国
家
資
金
を
投
じ
て
積
極
的
に
推
進
し
た
。
政
府
は
こ
の
よ
う
な
産
業
基
盤
の
整
備
を
、

「
公
共
事
業
」
の
名
の
も
と
に
総

合
開
発
計
画
、
地
域
開
発
計
画
に
組
み
こ
み
、
行
政
投
資
の
約
七

O
パ
ー
セ
ン
ト
を
投
じ
て
き
た
。
各
国
の
一
般
会
計
に
占
め
る
公
共
投

の
割
合
は
、

一
九
七
一

i
三
年
平
均
で
、
ア
メ
リ
カ
四
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
、
酉
ド
イ
ツ
一

0
・
囚
パ
ー
セ
ン
ト
、
イ
ギ
リ
ス
四
・
七
パ

1
セ
ン
ト
、
フ
ラ
ン
ス
三
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
っ
た
の
に
た
い
し
て
、
日
本
は
一
八
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
と
高
い
比
率
を
占
め
て
い
る
。

こ
の
公
共
投
資
の
実
額
で
も
一
九
七
七
年
、
ア
メ
リ
カ
七
兆
四
一

O
億
円
、
イ
ギ
リ
ス
二
兆
二
、
五
四

O
億
円
、
西
ド
イ
ツ
四
兆
三
、

一
O
億
円
に
た
い
し
て
、
日
本
は
一

O
兆
三
、
六
六

O
億
円
と
巨
額
に
の
ぼ
っ
て
い
る
。

日
本
の
政
府
は
、
本
来
、
企
業
が
自
ら
お
こ
な
う
べ
き
投
資
を
、
莫
大
な
税
金
を
投
じ
て
企
業
の
資
本
蓄
積
の
た
め
の
条
件
を
整
備
し

て
き
た
と
い
え
よ
う
。
こ
の
結
果
、
日
本
に
お
い
て
は
国
民
の
生
活
基
盤
の
確
保
、
た
と
え
ば
上
下
水
道
、
生
活
道
路
、
公
園
緑
地
な
ど

の
整
備
が
国
際
的
に
み
て
も
き
わ
め
て
低
水
準
の
ま
ま
放
置
さ
れ
て
き
た
。
こ
う
し
た
状
況
と
は
対
照
的
に
、
日
本
の
大
企
業
は
国
家
の

全
面
的
な
産
業
基
盤
の
整
備
促
進
に
よ
り
、
そ
の
生
産
規
模
を
急
速
に
拡
大
し
、
国
際
競
争
力
を
強
化
し
て
高
蓄
積
を
実
現
し
て
き
た
の

で
あ
る
。

ω日
本
の
政
府
は
税
制
面
か
ら
も
、
大
企
業
の
資
本
蓄
積
の
た
め
特
別
の
保
護
を
お
こ
な
っ
て
き
た
。
す
な
わ
ち
企
業
会
計
に
お
け
る

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

。



と実効税率の国際比較 (単位・ 9百〉

超過 課税 等を 行っ てい る場合

表 面 税 率

留保分|配当分
実 効 税 率 備 考

42.00 32.00 34.45 東京都

2.52 1. 92 2.07 等
大阪府

6.17 4.70 5.06 

13.20 11.66 

〈計)53.24 

46.00 41. 40 ニューヨーク州等

10.00 10.00 

(計)51. 40 

留保分|配当分

56.00 I 36.00 

18.00 15.25 ラインラントフ。ファノレツナ1'1

(計)57.62 

は法人税額の5.0%(改E前5.2%)，市町村民税は法人税額の12.3%(改正前12.1%)0(Z)超過

村民税は法人税額の14.79百〔改正請14.5%)。
した。

立

立済学研究第

四。
巻

一
号
f、

九
八
ノ、
年

。
四



法人課税の表面税率

標準税率の場合

区 分 税 目 表 面 税 率

留保分|配当分
実効税率

法人税 42.00 32.00 33.82 

道府県民税 2.10 1. 74 1. 74 

日 本 市町村民税 5.17 3.9.4 4.28 

事業税 12.00 10.71 

(計)51. 55 

法人税 46.00 

アメリカ 州法人税 9.60 9.60 

(計)51.18 

i法人税 52.00 52.00 
イギリス

(計)52.00 

留保分|配当分

法人税 43.48 
西 ドイ ツ

営業税 15.00 13.04 

(計)56.52 

法人税 50.00 
フランス

i (計)50.00 

第 3表

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

本 1. 地方税の表面税率は，次によった。 (1)標準税率の場合一道府県民税

課税等の場合一道府県民税は法人税額の6.0%(改正前 6.2%)，市町

2. 実効税率の計算上，税込利益のうち309百が配当に充てられるものと

標準税率の場合の州法人税は，カノレブオノレニア州を例にとった。

1. 標準税率の場合の営業税は，へッセン州を例にとった。

2. 実効税率の計算上，税込利益のうち309百が配当に充てられるものと

「国税庁統計年報告」。

日

アメリカ

西ドイツ

(備考〉

出所〉

一O
五
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O
巻
一
号
(
一
九
八
六
年
)

一
O
六

利
潤
の
費
用
化
の
会
計
操
作
を
最
大
限
に
認
め
、
各
種
引
当
金
の
損
金
繰
入
率
の
過
大
設
定
、
加
速
度
償
却
・
特
別
償
却
の
公
認
な
ど
を

実
施
し
て
き
た
。

①
日
本
で
は
法
人
税
は
い
つ
か
ん
し
て
企
業
の
蓄
積
を
促
進
す
る
意
図
か
ら
低
い
水
準
に
お
さ
え
ら
れ
て
き
た
。
と
く
に
六

0
年
代
の

高
度
成
長
期
の
法
人
税
は
、
欧
米
諸
国
が
五

O
t六
O
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
っ
た
の
に
た
い
し
、
日
本
で
は
三

O
t四
O
パ
ー
セ
ン
ト
台
に

お
さ
え
ら
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
そ
の
ご
内
外
の
批
判
が
強
ま
る
な
か
で
、
政
府
は
、
法
人
税
を
引
き
上
げ
、
第
3
表
に
み
ら
れ
る
よ
う

に
、
留
保
分
の
基
本
税
率
を
一
九
七
四
年
五
月
以
降
の
四

O
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
八
一
年
四
月
以
降
四
二
パ
ー
セ
ン
ト
、
さ
ら
に
八
回
、
八

五
年
度
の
二
年
間
は
一
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
の
上
乗
せ
に
よ
っ
て
四
コ
了
三
パ
ー
セ
ン
ト
と
し
た
。
し
か
し
、
こ
の
法
人
税
率
の
引
上
げ

は
、
の
ち
に
ふ
れ
る
よ
う
に
、
各
種
の
減
免
税
措
置
を
用
い
て
課
税
所
得
を
過
少
に
し
う
る
大
企
業
に
は
相
対
的
に
軽
く
な
り
、
そ
れ
ら

の
詰
措
置
を
利
用
し
え
な
い
中
小
零
細
企
業
は
直
接
負
担
増
と
な
っ
た
。
さ
ら
に
、
外
国
税
額
控
除
に
よ
っ
て
、
ま
っ
た
く
法
人
税
を
納

め
て
い
な
い
巨
大
商
社
な
ど
は
、
法
人
税
率
引
き
上
げ
に
よ
っ
て
税
負
担
が
増
え
る
わ
け
で
は
な
い
。

八
0
年
代
に
入
っ
て
法
人
の
過
半
数
が
欠
損
法
人
と
な
り
法
人
税
収
の
伸
び
が
鈍
化
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
、
さ
ら
に
、
最
近
の
金
融

収
益
、
キ
ャ
ピ
タ
ル
・
ゲ
イ
ン
が
巨
大
企
業
の
利
潤
に
占
め
る
割
合
を
高
め
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
れ
ら
の
大
部
分
が
課
税
対
象

か
ら
除
外
さ
れ
た
り
、
外
国
で
の
収
益
取
得
の
比
重
の
増
大
に
も
か
か
わ
ら
ず
外
国
税
額
控
除
に
よ
っ
て
課
税
も
れ
と
な
る
な
ど
、
企
業

の
利
益
獲
得
活
動
の
今
日
の
実
態
に
即
応
し
な
い
課
税
制
度
が
作
用
し
て
い
る
こ
と
は
あ
き
ら
か
で
あ
る
。

②
租
税
特
別
措
置
は
そ
の
多
く
が
大
企
業
に
た
い
す
る
税
制
の
特
別
な
優
遇
措
置
で
あ
る
。
こ
の
制
度
は
一
九
五
一
年
に
臨
時
的
な
も

の
と
し
て
、
企
業
の
合
理
化
投
資
を
促
進
す
る
こ
と
を
目
的
に
導
入
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
が
、
そ
の
ご
の
高
度
成
長
期
を
通
し
て
老
朽
設

備
の
更
新
の
た
め
の
特
別
償
却
や
企
業
体
質
強
化
・
合
併
促
進
。
国
際
競
争
力
強
化
の
た
め
の
特
別
措
置
な
ど
一
五

0
種
類
以
上
の
も
の



引当金・準備金の資本金階級別の利用割合第 3図
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日
本
資
本
主
義
と
企
業
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経
営
構
造
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500万円以上 1000万円以 i二
1000万円未満 lf忌円未満

制
度
化
が
す
す
め
ら
れ
、

一
九
八
四
年
現
在
で
も

七
五
種
も
の
租
税
特
別
措
置
が
定
着
し
て
い
る
。

」
の
租
税
特
別
措
置
の
代
表
的
事
例
を
あ
げ
れ

ば
、
川
各
種
準
備
金
(
価
格
変
動
準
備
金
、
海
外

市
場
開
拓
準
備
金
、
海
外
投
資
損
失
準
備
金
、
公

;及)

害
防
止
準
備
金
、
海
外
探
鉱
準
備
金
、
原
子
力
発

附

電
工
事
償
却
準
備
金
な
ど
)
、
川
特
別
償
却
制
度
、

金

川
技
術
等
海
外
取
引
の
特
別
控
除
制
度
、
同
試
験

木

研
究
費
の
税
額
控
除
制
度
、
川
支
払
配
当
課
税
軽

(資

減
制
度
な
ど
が
あ
る
。
こ
の
特
別
措
置
に
よ
る
減

免
税
額
は
一
九
七
八
年
政
府
公
表
で
海
外
投
資
損

失
準
備
金
四
二
五
億
円
、
特
別
償
却
制
度
一
、
四

O
八
億
円
、
技
術
等
海
外
取
引
の
特
別
控
除
三
五

五
億
円
、
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除
二
四

O
億
円

な
ど
で
あ
り
、
公
表
数
字
で
年
間
約
八
、
。
。
。

い f意
わ円
れ に

て達
L、ハし
ると
。実

態
は
そ
σ〉
五

ノ、

倍

及

と

一O
七
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巻
一
号
(
一
九
八
六
年
)
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省庁別天下

り承認件数

年

0

2

2

0

M

4

0

0

1

日

n

M

6

お

7

2

2

m

2

剖

幻

5
M
m
2
n
r山

a侍

ηム

no 

注=件数と人数は必ずし

も一致しない。

第 4表

省庁

会計検査院

総理府

警察庁

総務庁

北海道開発

科学技術庁

環境庁

沖縄開発庁

国土庁

大蔵省

国税庁

文部省

厚生省

農林水産省

食糧庁

林野庁

水産庁

通商産業省

特許庁

運輸省

海上保安庁

気象庁

郵政省

労働省

建設省

合 計

①
税
負
担
率
で
は
中
小
零
細
企
業
に
く
ら
べ
大
企
業
ほ
ど
軽
減
さ
れ
て
い
る
。
大
企
業
は
各
種
の
準
備
金
及
び
引
当
金
、
さ
ら
に
は
特

別
償
却
制
度
な
ど
に
よ
り
、
利
益
の
費
用
化
を
合
法
的
に
お
こ
な
い
、
課
税
を
大
幅
に
軽
減
し
て
い
る
。
た
と
え
ば
、

一
九
七
八
年
海
外

投
資
損
失
準
備
金
四
二
五
億
円
の
九
二
パ
ー
セ
ン
ト
は
資
本
金
一

O
億
円
以
上
の
大
企
業
が
占
め
て
お
り
、
ま
た
、
技
術
等
海
外
取
引
の

特
別
控
除
三
五
五
億
円
の
九
二
パ
ー
セ
ン
ト
も
大
企
業
の
免
税
額
で
あ
る
。
第
3
図
は
引
当
金
、
準
備
金
の
資
本
金
別
利
用
割
合
を
み
た

も
の
で
あ
る
が
、
こ
れ
に
よ
っ
て
も
大
企
業
の
利
用
割
合
が
高
く
、
し
た
が
っ
て
減
免
率
が
多
く
な
っ
て
い
る
こ
と
が
あ
き
ら
か
で
あ

る
。
こ
う
し
た
結
果
、
法
人
税
の
負
担
は
一
九
七
九
年
資
本
金
一
億
円
以
下
企
業
が
三
五
・

O
パ
ー
セ
ン
ト
、

一
O
億
円
か
ら
五

O
億
円

企
業
が
三
四
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
、
五

O
億
円
か
ら
一

O
O億
円
企
業
が
三
三
・
二
パ
ー
セ
ン
ト
、

1
セ
ン
ト
と
な
っ
て
い
る
。

一
O
O億
円
以
上
企
業
が
三

0
・
。
パ

ω日
本
に
お
け
る
政
府
と
大
企
業
の
ゆ
着
は
、
政
府
高
級
官
僚
の
民
間
企
業
へ
の
天
下
り
や
、
財
界
主
導
の
政
府
政
策
審
議
会
の
運
営

な
ど
の
人
的
結
合
に
あ
ら
わ
れ
て
い
る
。

①
日
本
に
お
い
て
は
、
毎
年
三

O
O
i三
五

O
人
の
高
級
官
僚
が
民
間
大
企
業
に
天
下
り
し
て
い
る
。
た
と
え
ば
一
九
八
五
年
度
の
高



高級官僚の天下り先 (1985年度〉第 5表

〔本省庁謀長戦以上， 0印は〕
局長職以上，人事院調べ J 

本

部

部

業

本

業

事

副

事

ム

部

オ

長

テ

本

イ

部

ス

業

パ

務

シ

現

役

業

報

役

締

発

情

締

取

開

ク

事

取

務

原

ツ

理

庫

常

川

テ

付

倉

メ

小

ン

長

蛋

ゴ

つ

イ
部
帝
長
カ
長
む

日本興業銀行顧問

鈴木自動車工業専務取締役

ポゾリス物産取締役新規事業開
発部長・日曹マスターピルダー
ズ新規事業開発部長

再就職先

上五島石油備蓄総務部調査役

京セラ専務取締役東京支社長

日本たばこ産業取締役営業本部
長

員本電信電話顧同

北海道相互銀行専務取締役

電源開発理事

日本たばこ産業総務部長

竹中工務庖開発計画本部
本部長補佐

横河・ヒューレット・パッカー
ド総務・経理部門長付

青木建設常務取締役

伊藤万財務・経理本部参与

東食管理第一本部長付

川崎製鉄人事部付嘱託

日本航空代表取締役社長

常陽銀行顧問

退職時の役職(カッコ内は在職1
L中の主な役職 J 

【会計検査院】

井沢昇司第四局上席調査官

【総務庁】

0山地 進事 務 次 官

【科学技術庁】

。安田佳三官房長

【国土庁】

0石川 周

【大蔵省】

勝川欣哉

事務次官

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

理財局次長

届税庁長官

(四国財務局長〕

印刷局長

(大臣官房審議官〉

理財局国有財産鑑定課長

弘

雄

泉

郎

茂

幸

幸

達

。福田

高木

O岡上

鈴木

高橋

(函館税関長〉

奥田 良彦(名古屋税関長〉

諏訪園貞男 (門司税関長〉

川勝信彦〈沖縄地区税関長〉

向井正浩〈長崎税関長〉

【農林水産省など】

吉田 竜雄 〈国土庁地方振興局農村整備課
長〉

(国土庁官房審議官〉

高橋俊見大阪営林局長

【通商産業省など】

0杉山手口男事務次官

O}Jf田裕郎工業技術院長

岩田誠二エ業技術院総務部総括研究開発
官

前橋営林局長

和夫

博昭

健

原島

市

三堀

一O
九



0柴田益男資源エネルギー庁長官 東京銀行顧問

沢田 仁 (国土庁官房審議官〕 住友銀行顧問

霜弘太郎〈機械情報産業局鋳鍛造品課長〉 神当部戸製長鋼所技術開発本部開発担 立

0篠島義明生活産業局長 三菱信託銀行顧問 経済教
立花 義郎(札幌鉱山保安監督局長〕 苫小牧東部開発営業部長

0平河喜美男立地公害局長
安田信託銀行顧問 言第巧アhし

野崎 紀特許庁審査第一部長 ニチメン取締役〈業務本部担当〉

斎田 イ言明特許庁特許技監 新部日本製鉄技術企画管理部専門 四
長 。

坂井 淳特許庁審査第一部出願課長 協同システム開発技術顧問 巻

【運輸省】 一
号

0角田達郎海上保安庁長官 モノレール・エージェンシー取 ( 
締役相談役

吉末幹昌 船員中央労働委員会事務局長 伊勢湾フェリ一顧問 九
入

【郵政省】 ノ、

0鴨光一郎電波監理局長 日本電信電話常務取締役 年

中山 (四国郵政監察局長〉 第二電電取締役副社長

新見義明東海郵政監察局長 沖電気工業監査役

清水市一大臣官房首席監察官 日本航空常務取締役

陣野竜志大臣官房首席監察官 東京電気顧問

酒井 康 (大臣官房建築調査官〉 国際電信電話建築部審議役

0奥田量三貯金局長 国際電信電話参与

正幡浩久〈中国電気通信監理局長〉 セコム・ネット取締役副社長

【労働省】

石田 均 局(公関東共企支業局長体等〕労働委員会事務 情報技術開発常務取締役

【建設省】

金湖恒隆(国土庁長官官房審議官〉 トーメン取員締補役佐 〈不動産事業本
部担当役 〉

蓮見澄男 住官宅局住宅・都市整備公団監理 西日本長建設業保証取締役東京事
務所

渡辺 滋大臣官房庁営繕部長 住友信託銀行顧問

小玉武司大臣官房審議官 フジタ工業顧問

谷口雅宥中部地方建設局長 泉エンジニアリング技術顧問

沢井広之東北地方建設局長 新日本製鉄嘱託

高見昌信中国地方建設局長 八洲建設コンサルタンツ顧問 。



級
官
僚
の
天
下
り
状
況
を
み
た
の
か
第
4
表
と
第
5
表
で
あ
る
。
こ
の
天
下
り
名
簿
は
本
省
庁
課
長
相
当
職
以
上
の
官
僚
を
対
象
と
し
た

も
の
で
あ
る
。
通
常
、
国
家
公
務
員
は
退
職
後
二
年
間
、
退
職
前
五
年
間
に
在
職
し
た
官
庁
と
密
接
な
関
係
を
も
っ
民
間
企
業
に
就
職
す

る
こ
と
を
国
家
公
務
員
法
(
第
一

O
三
条
)
で
禁
じ
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
例
外
と
し
て
人
事
院
が
承
認
す
れ
ば
認
め
ら
れ
る
し
、
ま

た
、
退
職
後
二
年
た
て
ば
自
由
で
あ
る
こ
と
か
ら
よ
り
、
乙
の
禁
止
規
定
は
有
効
に
機
能
し
て
い
な
い
。
第
4
表
で
あ
き
ら
か
な
よ
う
に
省

庁
別
で
は
、
ト
ッ
プ
の
国
税
庁
を
含
む
大
蔵
省
が
六

O
人
、
通
産
省
三
一
六
人
、
農
林
水
産
省
、
運
輸
省
、
郵
政
省
が
二
九
人
と
続
い
て
い

る
。
第
5
表
は
天
下
り
先
を
し
め
す
が
、
そ
れ
ぞ
れ
在
職
期
の
省
庁
の
業
務
と
関
連
の
深
い
大
企
業
あ
る
い
は
そ
の
関
係
企
業
に
高
級
官

僚
が
天
下
っ
て
い
る
こ
と
は
あ
き
ら
か
で
あ
る
。
こ
う
し
た
高
級
官
僚
の
天
下
り
の
弊
害
は
、
た
と
え
ば
、
第
二
次
F
X
、
第
三
次
F

x、
E
2
C
早
期
警
戒
機
と
た
て
つ
づ
け
に
軍
用
機
売
り
込
み
に
成
功
し
、
軍
用
機
商
戦
に
圧
倒
的
な
強
み
を
み
せ
る
総
合
商
社
日
商
岩

井
に
は
、
防
衛
庁
の
高
級
幹
部
が
天
下
り
、
こ
の
「
天
下
り
商
法
」
が
大
き
く
寄
与
し
て
い
た
こ
と
が
「
軍
用
機
疑
獄
事
件
一
で
あ
き
ら

か
に
さ
れ
た
こ
と
を
あ
げ
れ
ば
十
分
で
あ
ろ
う

Q

②
政
府
の
政
策
の
立
案
、
政
府
決
定
事
項
の
答
申
、
許
認
可
事
項
の
決
定
な
ど
国
の
政
策
の
決
定
と
運
営
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
も

の
に
各
種
の
審
議
会
や
調
査
会
が
あ
る
が
、
こ
の
う
ち
の
主
要
な
一
一
審
議
会
は
委
員
数
が
三
七
一
一
一
人
で
あ
る
が
、
そ
の
構
成
比
率
は
財

界
代
表
が
五
六
パ
ー
セ
ン
ト
、
高
級
官
僚
が
二

O
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
っ
て
い
る
。
と
く
に
首
相
の
諮
問
機
関
で
あ
る
経
済
審
議
会
を
は
じ

め
経
済
政
策
の
立
案
・
実
施
に
重
要
な
関
連
の
あ
る
産
業
構
造
審
議
会
、
財
政
審
議
会
、
対
外
経
済
協
力
審
議
会
な
ど
は
、
経
団
連
な
ど

の
財
界
代
表
の
イ
ニ
シ
ャ
テ
ィ
ブ
が
確
立
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
政
府
、
経
済
企
画
庁
、
通
産
省
に
よ
る
国
の
長
期
経
済
計
画
、
ま
た
総

合
経
済
開
発
計
画
の
立
案
と
そ
れ
に
一
体
化
し
た
大
企
業
の
長
期
経
営
計
画
の
策
定
、
経
営
戦
略
の
決
定
の
な
か
に
、
官
民
協
調
シ
ス
テ

ム
の
典
型
的
な
事
例
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
。

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造



首相
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第 6表首相と財界首脳との私的会合

会合名〈料亭名) I おもな財界人

小林中・アラピア石油社長

桜田武・日清紡社長

水野重雄・富士製鉄社長

水野成夫・産経新聞社長

国 四天王

池

佐

国

干高

大

鈴木

小林中・アラピア石油会長

桜田武・日清紡社長

水野成夫・彦経新聞社長

木川田一隆・東電社長 ら

稲川嘉完・八幡製鉄社長

岩佐凱実・富土銀行頭取

水野重雄・富士製鉄社長

今里広記・日本精工社長 ら

水上達三・三井物産相談役

水野重雄・日商会頭

木川田ー隆・経済同友会代表幹事

植村甲午郎・経団連会長 ら13人

財界首脳が直接会う形で推進

出光計助・出光石油社長

稲山嘉克・新日鉄会長

岩佐凱実・富士銀行相談役

江戸英雄・三井不動産会長

JI[又克二・日産会長

水野重雄・日商会頭 ら

桜田武・日経連会長

今里広記・日本精工会長

水野重雄・日商会頭 ら

清鈴会 | 水野重雄・日商会頭

ホテノレ・ニューオータニ l稲山嘉寛・経団連会長 ら

回 火曜会

中曽根

藤
長栄会及び五日会

(築地・新喜楽〉

水野重雄・日商会頭

清康会 | 稲山嘉克・経団連会長

ホテル・ニューオータニ | 大槻文平・日経連会長

佐々木直・経済同友会代表幹事

中
維新会

〈築地・新喜楽〉

木 とくに囲む会は設けず

田 一火会

〈築地・新喜楽〉

平 春芳会

立
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経
済
学
研
究
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九
八
六
年
)



①
戦
後
歴
代
の
首
相
は
財
界
首
脳
と
私
的
な
親
睦
会
を
組
織
し
、
相
互
の
交
流
を
は
か
っ
た
。
そ
れ
は
第
6
表
に
み
る
よ
う
に
佐
藤
内

悶
U
長
栄
会
、
池
田
内
閣
U
宏
池
会
、
大
平
内
閣
日
春
芳
会
、
鈴
木
内
閣
H
清
鈴
会
、
中
曽
根
内
閣
日
清
康
会
な
ど
で
あ
る
。
例
え
ば
、

清
康
会
の
メ
ン
バ
ー
は
永
野
重
雄
日
商
会
頭
、
稲
山
嘉
覧
経
団
連
会
長
、
大
槻
文
平
日
経
連
会
長
、
佐
々
木
植
経
済
問
友
会
代
表
幹
部
ら

か
ら
な
っ
て
い
ろ
。

以
上
こ
こ
で
み
て
き
た
の
は
、
企
業
国
家
の
実
態
の
ほ
ん
の
一
端
を
し
め
す
も
の
に
す
ぎ
な
い
。
こ
の
よ
う
な
「
白
木
株
式
会
社
」

が
、
日
本
の
資
本
主
義
の
主
柱
と
し
て
形
成
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
基
盤
の
上
に
日
本
の
大
企
業
体
制
が
日
本
的
経
営
を
開
花
さ
せ
て
い
る

の
で
あ
る
。

川
日
本
の
企
業
集
団
と
経
営
者
支
配

戦
後
の
財
問
解
体
は
持
株
会
社
と
し
て
の
財
閥
本
祉
を
解
体
し
、
三
井
、
岩
崎
、
安
田
な
ど
の
財
閣
家
族
を
追
放
し
、
日
本
の
大
企
業

に
、
よ
り
広
範
な
資
本
動
員
、
よ
り
大
規
模
な
生
産
・
資
本
の
集
積
、
よ
り
強
固
な
独
占
支
配
へ
の
途
を
可
能
と
さ
せ
る
も
の
で
あ
っ

た
。
解
体
に
よ
っ
て
い
っ
た
ん
ば
ら
ば
ら
に
さ
れ
た
財
関
大
企
業
は
よ
り
大
規
模
で
、
高
度
な
発
展
を
と
げ
、
そ
の
ご
企
業
集
団
と
い
う

か
た
ち
を
と
り
、
三
菱
、
三
井
、
住
友
、
富
士
、
第
一
勧
銀
、
ゴ
一
和
の
六
大
企
業
グ
ル
ー
プ
と
し
て
今
日
の
日
本
経
済
全
体
の
上
に
強
間

な
支
配
力
を
も
っ
に
い
た
っ
て
い
る
。

戦
前
の
財
閥
コ
ン
ツ
ェ
ル
ン
は
、
財
閥
本
社
の
も
と
に
怠
大
な
傘
下
企
業
を
閉
鎖
的
か
つ
中
央
集
権
的
に
独
占
支
配
し
て
い
た
の
に
た

い
し
、
戦
後
の
六
大
企
業
集
団
は
、
株
式
相
互
持
ち
合
い
を
中
軸
に
、
役
員
の
派
遣
、
系
列
融
資
、
集
団
内
取
引
、
新
規
事
業
へ
の
共
同

進
出
、
共
通
の
商
擦
の
管
理
な
ど
に
よ
っ
て
結
束
を
か
た
め
て
い
る
の
が
特
徴
で
あ
る
。

こ
の
企
業
集
団
は
戦
前
の
財
閥
本
社
に
代
っ
て
社
長
会
を
組
織
し
、
集
団
指
導
体
制
の
も
と
に
グ
ル
ー
プ
の
戦
略
的
意
忌
決
定
を
ち
こ

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

一
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六

な
っ
て
い
る
。
三
菱
系
二
八
社
リ
金
曜
会
、
三
井
系
二
四

社
H
二
木
会
、
住
友
系
二
一
社
U
自
水
会
、
富
士
系
二
九

社
日
葵
容
会
、
第
一
勧
銀
系
四
五
在
日
二
金
会
、
三
和
系

九
社
日
コ
一
水
会
が
そ
れ
で
あ
る
。

戦
前
の
三
井
、
三
菱
、
住
友
、
安
田
の
四
大
財
閥
が
戦

前
(
一
九
四
五
年
)
園
内
で
直
接
・
間
接
に
支
配
し
て
い

た
会
社
数
が
五
囚
四
社
で
、
そ
の
資
本
金
の
合
計
額
は
全

産
業
の
ニ
四
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
っ
た
の
に
た
い
し

て
、
今
日
の
六
大
企
業
集
団
が
支
配
す
る
会
社
数
は
八
、

四
七
六
社
、
資
本
金
で
全
産
業
の
三

0
・
九
パ
ー
セ
ン
ト

に
及
ん
で
い
て
、
戦
前
を
は
る
か
に
陵
駕
し
て
い
る
。
こ

の
よ
う
に
六
大
企
業
集
団
が
支
配
す
る
傘
下
企
業
の
産
業

配
置
を
み
た
の
が
第
7
表
で
あ
る
。
こ
の
企
業
集
団
が
戦

略
的
に
重
要
な
基
幹
的
産
業
部
門
に
傘
下
企
業
を
配
置

し
、
日
本
経
済
を
支
配
し
て
い
る
姿
が
与
え
て
い
は
。

こ
の
よ
う
な
日
本
の
企
業
集
団
が
官
民
協
-
調
シ
ス
テ
ム

で
あ
る
企
業
国
家
を
形
成
し
た
も
の
が
、
今
日
の
日
本
の



金
融
寡
頭
制
な
の
で
あ
る
。

こ
う
し
た
大
企
業
体
制
の
頂
点
に
立
つ
日
本
の
経
営
者
体
制
は
、
資
本
主
義
の
発
展
に
対
応
し
、
高
度
に
組
織
化
さ
れ
た
形
態
を
と
っ

て
い
る
の
が
特
徴
で
あ
る
。

日
本
の
大
企
業
の
経
営
者
は
、
戦
後
の
財
閥
解
体
に
よ
る
個
人
所
有
者
の
消
滅
に
よ
り
、
彼
ら
に
代
っ
て
会
社
の
株
式
相
互
持
ち
合
い

を
基
礎
と
す
る
相
互
信
認
に
よ
っ
て
企
業
の
支
配
者
と
な
っ
た
と
い
わ
れ
る
。
し
か
し
、
こ
の
相
互
信
認
な
る
も
の
は
経
営
者
の
支
配
の

基
盤
に
経
営
者
み
ず
か
ら
が
当
該
企
業
で
有
す
る
資
本
所
有
と
そ
の
う
え
に
推
進
さ
れ
る
経
営
(
機
能
)
の
担
い
手
で
あ
る
と
い
う
こ
と

か
ら
生
ず
る
も
の
で
あ
る
。
日
本
の
大
企
業
の
経
営
者
は
、
そ
の
多
く
が
特
異
な
企
業
内
官
僚
組
織
の
ヒ
エ
ラ
ル
キ
ー
で
あ
る
、
学
歴
主

義
的
年
功
昇
進
秩
序
を
登
り
つ
め
て
い
く
聞
に
、
企
業
活
動
に
も
っ
と
も
よ
く
奉
仕
し
、
か
つ
指
導
的
で
、
有
能
な
資
質
が
た
め
さ
れ
て

い
く
と
同
時
に
、
こ
れ
ら
の
経
嘗
者
は
一
般
株
主
や
従
業
員
と
く
ら
べ
て
は
る
か
に
巨
額
の
株
式
を
所
有
す
る
に
い
た
る
。

つ
ま
り
そ
の

経
営
者
の
所
有
株
は
そ
の
企
業
内
の
序
列
に
だ
い
た
い
照
応
し
て
増
大
し
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、
こ
の
よ
う
な
経
営
者
個
人
の
持
株
は
、

た
し
か
に
企
業
の
発
行
株
式
全
体
の
な
か
で
は
わ
ず
か
な
比
率
に
す
ぎ
ず
、
た
と
え
ば
当
該
企
業
の
一

O
大
株
主
に
は
い
っ
て
く
る
の
は

む
し
ろ
例
外
的
な
存
在
で
し
か
な
い
。
し
か
し
、
こ
の
経
首
者
の
資
本
所
有
が
同
一
企
業
集
団
内
の
企
業
の
相
互
株
式
持
ち
合
い
を
基
礎

に
企
業
内
で
は
た
す
役
割
と
地
位
に
は
注
目
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
重
要
な
質
的
内
容
が
存
在
す
る
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
日
本
の
大
企
業
の
経
営
者
は
、
従
業
員
と
し
て
入
社
し
、
企
業
内
の
管
理
組
織
の
ヒ
エ
ラ
ル
キ
ー
を
登
り
、
経
営
者
と
し

て
の
資
質
が
十
分
に
た
し
か
め
ら
れ
、
経
営
者
と
し
て
の
地
位
を
占
め
、
自
社
株
式
の
所
有
と
な
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
労
働
者
か
ら
資
本

家
に
上
昇
転
化
す
る
の
で
あ
る
。
し
か
も
、
こ
の
よ
う
な
現
代
資
本
家
と
し
て
の
大
企
業
の
経
営
者
の
支
配
と
そ
の
地
位
は
、
企
業
内
に

あ
っ
て
は
き
わ
め
て
強
固
で
、
か
っ
閉
鎖
的
に
き
ず
き
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

一
一
七
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一
一
八

同
日
本
型
会
社
機
関
の
特
質

日
本
の
大
企
業
の
経
営
者
の
強
力
な
企
業
支
配
力
を
会
社
機
関
と
の
関
連
で
検
討
し
た
い
。

株
主
総
会
、
取
締
役
会
、
監
査
役
会
と
い
う
会
社
機
関
が
歴
史
的
か
つ
原
理
的
に
は
株
式
会
社
民
主
主
義
を
志
向
す
る
も
の
と
し
て
形

成
さ
れ
て
き
た
こ
と
は
よ
く
知
ら
れ
て
い
る

Q

し
か
し
、
今
日
の
資
本
主
義
諸
国
に
お
け
る
共
通
の
傾
向
と
し
て
、
こ
の
会
社
機
関
の
形

骸
化
、
す
な
わ
ち
会
社
民
主
主
義
の
否
定
が
問
題
と
さ
れ
て
き
て
い
る
が
、
と
く
に
、
日
本
で
は
取
締
役
会
の
専
制
支
配
が
歴
史
的
な
体

質
と
し
て
組
織
的
に
定
着
し
、
企
業
の
閉
鎖
性
が
そ
れ
を
い
っ
そ
う
強
固
な
も
の
と
し
て
い
る
と
い
う
特
徴
が
指
摘
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら

!工、
0

7
L
 

日
本
の
大
企
業
の
管
理
組
継
に
あ
っ
て
は
、
取
締
役
会
は
常
務
会
・
社
長
と
い
う
ト
ッ
プ
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制
を
と
っ
て
お
り
、
こ

の
ゼ
ネ
ラ
ル
・
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
総
務
部
が
組
織
さ
れ
て
い
る
。
と
の
ト
ッ
プ
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
目
V
S
F

門

H
3
m
2

を
は
じ
め
人
事
、

労
務
、
財
務
な
ど
あ
ら
ゆ
る
権
限
を
集
中
し
て
い
る
。

こ
れ
に
た
い
し
て
一
般
的
に
、
企
業
の
最
高
意
思
決
定
機
関
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
株
式
会
社
は
、
そ
れ
に
ふ
さ
わ
し
い
地
位

と
役
割
を
与
え
ら
れ
ず
、
ま
っ
た
く
有
効
な
機
能
を
は
た
し
て
い
な
い
。

一
般
株
主
の
利
益
は
な
ん
ら
保
障
さ
れ
る
体
制
に
な
ワ
て
い
な

ぃ
。
総
務
部
は
こ
れ
ま
で
「
総
会
屋
」
安
利
用
し
て
、
株
主
総
会
を
二

t
三

O
分
で
形
式
的
に
終
了
さ
せ
る
た
め
、
こ
の
「
総
会
屋
」
を

手
な
づ
け
て
お
く
と
い
う
の
が
、
ど
こ
の
企
業
で
も
と
ら
れ
た
株
主
総
会
対
策
で
あ
っ
た
。

一
九
八
二
年
の
商
法
改
正
で
こ
の
「
総
会

屋
」
に
た
い
す
る
規
制
が
強
化
さ
れ
る
以
前
に
は
、
こ
の
「
総
会
屋
」
が
警
視
庁
の
調
査
で
東
京
・
大
阪
に
約
七
、

0
0
0人
存
在
し
、

こ
れ
を
大
物
の
「
総
会
屋
」
が
と
り
し
き
り
、
政
治
家
も
介
在
し
て
い
る
と
い
わ
れ
て
き
た
。
企
業
か
ら
こ
れ
ら
の
「
総
会
屋
」
に
「
賛

助
金
」
と
し
て
支
払
わ
れ
た
資
金
は
、
年
間
数
千
億
円
に
の
ぼ
っ
た
と
い
わ
れ
た
が
、
こ
れ
は
企
業
の
交
際
費
(
一
九
八
五
年
、
三
兆



六
、
ニ

O
二
億
円
)
な
ど
か
ら
支
出
さ
れ
て
い
た
。
こ
れ
ら
の
「
総
会
屋
」
が
企
業
内
の
派
閥
に
関
与
し
、
企
業
の
ト
ッ
プ
人
事
に
ま
で

介
在
し
た
ケ
l
ス
と
し
て
、
き
わ
め
て
公
共
性
の
強
い
企
業
で
あ
る
日
本
航
空
や
東
京
ガ
ス
な
ど
の
場
合
が
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
。
現
在

は
、
さ
き
に
ふ
れ
た
一
九
八
二
年
の
商
法
改
正
に
よ
る
規
制
強
化
に
よ
り
、

「
総
会
屋
」
の
多
く
が
「
転
向
」
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る

が
、
彼
ら
と
企
業
と
の
関
係
が
こ
れ
で
一
揖
さ
れ
た
と
は
い
え
ず
、
合
法
的
な
形
態
を
と
り
つ
つ
も
、
水
面
下
で
輩
動
し
て
い
る
。
他

ハ
9
〉

方
、
日
本
の
企
業
に
は
彼
ら
の
輩
動
と
介
在
を
許
す
よ
う
な
企
業
体
質
が
あ
る
と
い
え
よ
う
。

こ
の
よ
う
な
企
業
体
質
の
改
革
や
不
正
常
な
企
業
運
営
や
企
業
経
理
を
監
査
す
る
体
制
が
、
日
本
の
企
業
に
h

わ
い
て
は
十
分
有
効
に
機

能
し
て
い
な
い
と
い
う
問
題
も
あ
る
。

企
業
の
監
査
役
は
企
業
内
部
の
年
功
序
列
を
の
ぼ
り
つ
め
た
経
営
者
が
定
年
期
前
後
に
就
任
す
る
ポ
ス
ト
で
あ
り
、
彼
ら
に
企
業
の
ト

ッ
ブ
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
執
行
活
動
に
た
い
す
る
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
期
特
す
る
こ
と
は
も
と
も
と
無
理
な
の
で
あ
る
。
ま
た
、
外
部
監
査

人
と
し
て
の
公
認
会
計
士
は
、
ア
メ
リ
カ
な
ど
諸
外
国
と
は
こ
と
な
り
、
そ
の
監
査
す
る
企
業
の
社
長
に
雇
一
周
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
監

査
さ
れ
る
人
が
監
査
す
る
人
を
雇
用
す
る
関
係
で
は
、
厳
正
な
監
査
が
な
さ
れ
る
は
ず
が
な
い
。

「
自
己
監
査
は
監
査
に
あ
ら
ず
」
と
い

う
原
則
に
し
た
が
え
ば
、
日
本
の
企
業
の
監
査
は
真
の
監
査
で
は
な
い
と
い
え
よ
う
。
仮
に
会
計
士
が
ト
ッ
プ
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
意
に

反
し
、
会
社
経
理
の
問
題
点
を
公
表
す
れ
ば
、
以
後
は
そ
の
会
計
士
を
企
業
は
委
鳴
し
な
い
で
あ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
な
公
認
会
計
士
の
企

業
へ
の
従
属
性
が
制
度
的
に
是
正
さ
れ
な
い
か
ぎ
り
、
日
本
の
企
業
の
デ
ス
ク
ロ
ジ
ャ
ー
は
不
十
分
と
な
り
、
企
業
は
ま
す
ま
す
不
透
明

で
、
閉
鎖
性
を
強
め
、
反
社
会
的
行
為
を
ひ
き
お
こ
す
こ
と
に
な
る
。

以
上
み
て
き
た
よ
う
に
、
日
本
の
大
企
業
の
経
営
者
の
支
配
体
制
は
、
会
社
機
関
の
形
骸
化
に
よ
る
取
締
役
会
を
基
盤
と
す
る
ト
ッ
プ

-
マ
、
不
ジ
メ
ン
ト
専
制
体
制
と
し
て
形
成
さ
れ
て
き
た
わ
け
で
あ
る
が
、
こ
の
支
配
体
制
が
さ
ら
に
資
本
の
専
制
支
配
の
も
と
で
の
「
間

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

一
一
九
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一二

O

鎖
社
会
」
を
つ
く
り
だ
し
て
い
る
と
い
う
二
重
の
意
味
を
も
っ
て
い
る
こ
と
に
注
呂
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
経

営
者
の
支
配
が
可
能
な
の
は
、
企
業
と
一
体
化
し
た
企
業
内
組
合
の
協
調
主
義
的
指
導
部
の
積
極
的
な
、
企
業
内
部
か
ら
の
支
持
が
ひ
と

つ
の
大
き
な
要
因
に
な
っ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
そ
こ
で
、
企
業
内
労
使
関
係
の
特
質
を
と
り
あ
げ
て
み
た
い
。

(

1

)

拙
稿
「
日
本
型
企
業
社
会
と
日
本
的
経
営
」
(
角
瀬
保
雄
編
『
現
代
日
本
企
業
と
民
主
化
問
題
』
一
九
八

O
午
、
労
働
匂
報
社
Y

(
n
A

〉
日
本
の
「
社
会
資
本
」
の
整
備
と
企
業
の
資
本
蓄
砧
恨
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
、
鋭
く
分
析
し
た
野
原
光
稿
「
ト
ヨ
タ
自
工
に
お
け
る
在
庫
削
渡
と
道

路
」
(
宮
本
憲
一
、
山
田
明
編
『
公
共
事
業
と
現
代
資
本
主
義
』
一
九
八
二
年
、
垣
内
出
版
〉
を
参
照
さ
れ
た
い
。

(

3

)

坂
野
光
俊
稿
「
現
代
日
本
の
財
政
政
策
と
財
政
危
機
」
(
大
薮
輝
雄
他
編
『
現
代
日
本
の
資
本
主
義
』
一
九
八
五
年
、
有
斐
弱
)
一
二
五
べ

l

ジ
以
下
@

(

4

)

河
合
信
雄
編
『
現
代
企
業
税
制
批
判
』
(
一
九
七
一
年
、
ミ
ネ
ル
ヴ
ア
書
房
一
)
、
市
川
深
編
『
税
務
会
計
』
(
一
九
七
六
年
、
日
本
評
論
社
)
@

(
5
〉
角
瀬
保
雄
著
『
企
業
秘
密
』
(
一
九
八
O
年
、
東
洋
経
済
新
報
社
〉
六

0
ペ
ー
ジ
以
下
。

〈

6
)

室
伏
哲
郎
著
『
高
級
官
僚
利
権
に
咲
い
た
悪
の
奉
』
(
一
九
八
三
一
年
、
世
界
書
院
)
@

(

7

)

矢
沢
修
次
郎
稿
「
通
産
省
に
お
け
る
政
策
決
定
過
程
」
(
全
商
工
労
働
組
合
通
産
行
政
研
究
会
編
『
関
わ
れ
る
通
産
省
』
(
一
九
八
三
年
、
大
月

書
底
)
二
一
一

0
ペ
ー
ジ
以
下
、
桜
井
徹
稿
「
官
民
協
調
シ
ス
テ
ム
の
構
造
と
そ
の
機
能
」
(
藤
井
・
丸
山
編
『
日
本
的
経
営
の
構
造
』
一
九
八
五

年
、
大
月
書
底
)
四

0
ペ
ー
ジ
以
下
。

(
8
〉
角
谷
登
志
雄
著
『
日
本
経
済
と
六
大
企
業
集
団
』
(
一
九
八
二
年
、
新
評
論
)
一

O
七
ペ
ー
ジ
以
下
。

(
9
〉
こ
の
よ
う
な
「
特
殊
株
主
」
と
株
主
総
会
の
関
係
に
つ
い
て
の
全
般
的
な
分
析
に
つ
い
て
は
次
の
研
究
を
参
照
さ
れ
た
い

Q

平
田
光
弘
著
『
わ

が
国
株
式
会
社
の
支
配
』
(
一
九
八
二
年
、
千
倉
書
一
房
)
七
七
ペ
ー
ジ
以
下
。

2 

日
本
的
労
使
関
係
の
特
質

日
本
的
経
営
を
象
徴
す
る
も
の
と
し
て
、

一
般
的
に
終
身
雇
用
制
、

年
功
制
賃
金
、

企
業
別
組
合
な
ど
の
、

い
わ
ゆ
る

コ
ニ
種
の
神



器
」
が
あ
げ
ら
れ
る
が
、
こ
こ
で
は
現
時
点
か
ら
こ
の
三
者
の
特
徴
を
要
約
的
に
検
討
し
た
い
。

川
終
身
雇
用
制
と
労
働
者
間
競
争

終
身
雇
用
制
が
も
し
一
般
的
に
い
わ
れ
る
よ
う
に
新
規
学
卒
労
働
者
と
し
て
企
業
に
雇
用
さ
れ
た
全
員
が
定
年
退
職
時
ま
で
勤
め
あ
げ

る
シ
ス
テ
ム
と
さ
れ
る
な
ら
ば
、
こ
の
よ
う
な
制
度
は
こ
れ
ま
で
も
存
在
し
な
か
っ
た
。
た
し
か
に
戦
前
の
自
由
に
労
働
者
を
解
雇
す
る

こ
と
が
で
き
た
状
況
に
く
ら
べ
れ
ば
、
戦
後
は
労
働
組
合
の
抵
抗
も
あ
り
、
簡
単
に
は
労
働
者
を
解
雇
で
き
ず
、
労
働
者
も
全
体
と
し
て

一
雇
用
を
長
期
化
し
て
き
た
傾
向
が
あ
っ
た
。
し
か
し
、
こ
こ
に
お
い
て
も
、
若
年
労
働
者
の
離
脱
や
中
高
年
労
働
者
の
解
雇
、
離
職
も
か

な
り
の
数
存
在
し
た
の
で
あ
り
、
長
期
雇
用
の
対
象
と
な
っ
た
者
は
や
は
り
限
定
さ
れ
た
企
業
の
基
幹
労
働
者
の
み
で
あ
っ
た
こ
と
に
注

目
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

七
0
年
代
後
半
に
展
開
さ
れ
た
「
減
量
経
営
」
は
、
こ
の
終
身
雇
用
制
の
停
止
で
は
な
く
、
非
基
幹
的
労
働
者
の
削
減
で
あ
っ
た
。
そ

の
結
果
、
企
業
の
労
働
者
総
数
は
減
少
し
た
が
、
中
軸
的
長
期
勤
続
者
の
比
率
ー
は
増
大
し
た
。
す
な
わ
ち
、

「
減
量
経
堂
」
の
な
か
で
大

企
業
が
と
っ
た
方
策
は
、
企
業
の
中
軸
と
な
る
労
働
者
を
「
少
数
精
鋭
」
化
す
る
こ
と
で
あ
っ
て
、
こ
の
「
少
数
精
鋭
」
部
分
に
つ
い
て

は
、
企
業
の
な
か
で
育
成
し
定
年
ま
で
勤
続
さ
せ
る
と
い
う
終
身
雇
用
制
を
い
ま
な
お
貫
徹
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
「
少
数
精
鋭
」
部

分
の
終
身
一
…
雇
用
制
の
維
持
と
同
時
に
、
こ
の
終
身
雇
用
制
の
能
力
主
義
的
再
編
成
の
た
め
に
、
日
本
的
経
営
は
「
減
量
経
営
」
を
通
じ
て

そ
の
条
件
を
整
備
し
た
の
で
あ
る
。

そ
れ
は
第
一
に
、
企
業
に
と
っ
て
余
剰
労
働
力
と
し
て
の
中
高
年
労
働
者
の
排
出
が
お
こ
な
わ
れ
た
。
そ
れ
は
労
働
力
構
成
に
お
け
る

中
高
年
層
肥
大
化
と
「
少
数
精
鋭
」
化
に
と
も
な
う
役
付
き
ポ
ス
ト
不
足
を
解
決
す
る
た
め
で
あ
り
、
ま
た
、

省
力
化
と
、
流
動
的
で
柔
軟
な
職
務
配
置
構
造
を
実
現
す
る
た
め
に
、
労
働
力
構
成
の
若
が
え
り
が
必
要
と
さ
れ
た
か
ら
で
あ
る
。
そ
の

「
無
人
工
場
」
を
め
ざ
す

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造



選択定年制その他第8表

立
教
経
済
学
研
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第
四

O
巻
一
号
(
一
九
八
六
年
)

要概策対

油

名業jへ
i上二

謀長=50蔵

部長=56歳

課長代理=47歳，

部長代理=53歳，

管理職定年制製年豊

課長出53歳，副部長=55歳

部長=57歳

管理職定年制

課長=50歳，部長=52歳管理職定年制

一定ポストの在任期間=5年管理職任期制

係長=3年

部長=4年

主任=2年，

課長ニ3年，

管理職任期制

50歳までに課長にならないとそれ以降管

浬職になれない

任 期 定 年 制

主・任班長=35歳，係長=40歳

課長・副部長ニ45歳，部長=50歳

管理職定年制

50歳到達時に，専門職コース(定年60歳)，

従来コース(定年目歳〉退職コースのい

ずれかを選択

進路選択制j

垂日本日

ゴ浜横

エ浦

丸

一一

た
め
に
、
終
身
雇
用
制
を
形
の
う
え
だ
け
で
維
持
し
な
い
か

ら
、
希
望
退
職
、
出
向
な
ど
が
実
施
さ
れ
、
第
8
表
に
み

る
よ
う
な
選
択
定
年
制
が
導
入
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

第
二
は
部
門
間
や
職
務
内
容
の
編
成
替
え
が
省
力
化
と

と
も
に
実
施
さ
れ
、
し
た
が
っ
て
こ
れ
に
対
応
し
た
企
業

内
の
労
働
移
動
、
配
置
が
え
が
不
可
欠
で
あ
ワ
た
。
と
れ

は
転
勤
や
担
当
職
務
範
囲
の
変
更
と
な
る
か
ら
、
そ
れ
に

適
応
可
能
な
労
働
者
が
求
め
ら
れ
、
そ
う
い
っ
労
働
者
の

み
に
終
身
雇
用
が
適
用
さ
れ
た
。

第
三
は
い
わ
ゆ
る
「
縁
辺
労
働
力
」
の
活
用
で
あ
る
。

部
門
と
職
務
の
編
成
替
え
の
な
か
で
、
周
辺
的
職
務
の
部

分
は
下
請
け
化
す
る
か
、
パ
ー
ト
労
働
に
ま
か
せ
る
と
い

う
意
味
で
、
ま
た
、
企
業
か
ら
排
出
さ
れ
た
労
働
者
を
う

け
入
れ
る
プ

I
ル
が
必
要
と
さ
れ
る
と
い
う
意
味
で
、

一
縁
辺
労
働
才
」
の
堆
積
す
る
部
分
が
あ
っ
て
は
じ
め
て

「
少
数
精
鋭
」
部
分
に
お
け
る
終
身
雇
用
の
維
持
が
可
能

と
な
る
の
で
あ
る
。
臨
時
工
、
社
外
工
の
制
度
も
こ
れ
と



同
様
の
意
味
を
も
つ
も
の
で
あ
る
。

最
近
の

M
E
(
マ
イ
ク
ロ
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
〉
機
器
の
広
範
な
普
及
は
め
ざ
ま
し
く
、

生
産
、

事
務
、
管
理
、
流
通
の
各
部
門
か

ら
、
さ
ら
に
は
日
常
生
活
の
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
に
ま
で
ひ
ろ
が
っ
て
き
て
い
る
。
と
く
に
、
労
働
者
に
た
い
す
る
影
響
は
、

M
E
化
の
急

展
開
の
も
と
で
、
労
働
態
様
が
大
さ
く
変
化
し
は
じ
め
て
お
り
、
雇
用
不
安
、
超
過
密
労
働
、
新
し
い
職
業
病
の
発
生
な
と
、
き
わ
め
て

深
刻
な
状
態
悪
化
の
実
態
も
各
種
の
調
査
の
結
果
あ
き
ら
か
に
な
り
つ
つ
あ
る
。
こ
こ
で
は

M
E
化
の
終
身
雇
用
制
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
を

中
心
に
ふ
れ
て
お
き
た
い
。

M
E
化
の
労
働
に
及
ぼ
す
も
っ
と
も
大
き
な
影
響
の
ひ
と
つ
が
、
い
わ
ゆ
る
「
労
働
の
二
極
化
」
で
あ
る
。
坐
産
工
程
へ
の

M
E
機
器

の
導
入
は
、
ま
ず
技
能
労
働
者
の
旧
型
の
熟
練
を
陳
腐
化
す
る
。

F
A
化
は
生
産
現
場
に
お
け
る
操
作
を
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
機
構
の
な
か
に

組
み
込
む
こ
と
に
よ
り
、
と
れ
ま
で
の
熟
練
に
よ
る
操
作
労
働
は
消
滅
し
、
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
の
正
常
運
転
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
、
あ
る

い
ほ
機
械
の
簡
単
な
メ
イ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
す
る
、
と
い
っ
た
い
わ
ゆ
る
監
視
、
保
守
労
働
が
生
産
過
程
の
主
要
な
部
分
と
な
る
。
そ
の
か

ぎ
り
で
は
旧
型
の
熟
練
は
障
腐
化
し
、
不
要
と
な
る
。
こ
の
よ
う
に

M
E
機
器
の
導
入
に
よ
る

F
A
化
は
、

一
方
で
直
接
生
産
の
場
に
お

け
る
労
働
を
単
純
な
監
視
、
保
守
労
働
と
し
て
定
型
化
す
る
反
面
、
他
方
で
、
直
接
的
な
生
産
の
場
で
の
労
働
と
予
備
的
な
設
計
労
働
を

探
介
す
る
も
の
と
し
て
、

M
E
機
器
に
く
み
こ
む
制
調
情
報
を
設
計
し
、
そ
れ
を
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
す
る
新
た
な
知
的
労
働
を
要
求
す

る
。
し
か
し
、
こ
の
プ
ロ
セ
ス
は
単
純
な
意
味
で
の
「
労
働
の
二
極
分
解
」
で
は
な
い
。
す
な
わ
ち
、

「
旧
型
熟
練
労
働
者
の
労
働
が
、

『
二
極
分
解
』
し
た
新
た
な
労
働
が
要
求
さ
れ
る
」
と
い
う
べ
き
で
あ
ろ
う
。

O
A
化
が
オ
フ
イ

(

1

)

 

ス
労
働
に
及
ぼ
す
影
響
も
、
こ
れ
と
本
質
的
に
は
同
じ
も
の
で
あ
る
。

『
二
極
分
解
』
す
る
わ
け
で
は
な
く
、

第
9
表
は
労
働
者
構
成
の
変
化
を
し
め
す
も
の
で
あ
る
が
、

M
E
機
器
の
導
入
工
程
で
は
「
熟
練
工
」
の
減
少
と
「
単
純
・
未
熟
練

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

一
一
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労働者構成の変化

(単位 5ぬ

i導入工程|主導会
I 100.0 I 100.0 

44.3 I 39.6 
男子比率

31. 2 低下 28.6 

若年化 50.3 48.7 
年齢構成

高齢化 24.3 20.1 

増加 18.2 
熟練工

減少 60.2 33.8 

未単熟純練工・ 増加 46.1 43.5 

減少 23.3 24.0 

増加 58.6 34.4 
技術者

減少 13.8 18.2 

第 9表

計

て
い
る
目
的
は
「
省
力
化
」
に
よ
る
「
人
件
費
の
削
減
」
で
あ
る
。

労働省「技術革新と労働に関する調査J

(1982年)。
出所〉

一
二
四

工
」
と
「
技
術
者
」
の
増
加
が
み
ら
れ
る
。
こ
う
し
た
顕
著

な
現
象
は
さ
き
に
ふ
れ
た
意
味
で
の
「
二
極
分
解
」
の
進
行

を
あ
ら
わ
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な

M
E
機
器
の
導
入
に
よ
る

F
A
化

と
O
A
化
は
、
な
に
よ
り
も
ま
ず
「
省
力
化
」
に
よ
る
労
働

者
の
人
員
削
減
を
促
し
、
旧
型
の
熟
練
の
陳
腐
化
と
無
用
化

は
、
中
高
年
労
働
者
を
排
除
し
、
パ
ー
ト
労
働
や
派
遣
労
働

の
増
加
を
促
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
れ
ま
で
の
終
身
雇
用
制

に
大
き
な
イ
ン
パ
ク
ト
を
及
ぼ
し
て
い
る
。

M
E
化
に
あ
た
り
企
業
の
多
く
が
そ
の
第
一
義
的
に
あ
げ

ン
の
自
動
化
に
上
っ
て
、
六
四
名
編
成
の
組
み
立
て
作
業
を
玉
名
で
稼
動
し
、
生
産
は
月
産
一

O
万
台
か
ら
一
ニ

C
万
台
に
増
加
さ
せ
て
い

た
と
え
ば
、
東
芝
名
古
屋
工
場
で
は
、
扇
一
風
機
自
動
組
み
立
て
ラ
イ

る
。
山
崎
鉄
工
所
美
濃
加
茂
工
場
で
は

C
A
D
/
C
A
M
シ
ス
テ
ム
と

F
M
S
を
リ
ン
ク
し
て
、
約
三
、

0
0
0人
の
従
来
型
必
要
人
員

を
二
四

O
名
に
縮
小
し
た
。
こ
の
よ
う
な
事
例
は
い
く
ら
で
も
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
よ
う
な
人
員
削
減
に
よ
っ
て
排
除
さ
れ
た

労
働
者
は
、
多
く
の
場
合
、
こ
れ
ま
で
長
い
間
の
仕
事
で
蓄
積
し
て
き
た
熟
練
・
技
能
に
か
か
わ
り
の
な
い
職
場
や
職
種
に
配
置
転
換
さ

れ
る
。
電
機
労
連
の
調
査
(
一
九
八
二
年
)
に
よ
れ
ば
、

M
E
化
に
よ
三
、
「
事
業
所
内
異
種
職
種
」
へ
の
配
転
を
お
こ
な
っ
た
事
業
所

は
八

O
パ
!
セ
ッ
ト
に
も
及
ん
で
い
る
。
ま
た
、
通
産
省
の
調
査
(
八
二
年
〉
で
も
、
配
転
で
余
剰
人
員
を
吸
収
し
た
事
業
所
比
率
は
全



その他

24.0 

7.1 

12.1 

7.6 

第10 表規模別余剰人員対策の実施状況 (M.A)

\\1T状況liít~プル|臨時|ま昔話へ|撃退職~I
規模 ~I 凱 I I I j}C ;tI!; I 

00人~ 25 I 80. o! 20. 0 I 0.0 

1，000 -2，999人 85 I 89.4 I 5.9 I 2.4 
500 ~ 999人 I 91 82.4! 2.2 I 1.1 

499人 I 92 I 93. 5 i 3.3 I “ 
出所)通産省『サーピス情報化雇用調室研究~ (1982年11月九

体
で
入
七
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
に
も
達
し
て
お
り
、
企
業
規
模
別
に
み
る
と
一
二
、

O
Q
O人
以
上
の
巨
大

事
業
所
で
は
「
企
業
外
へ
の
出
向
」
が
二

O
パ
ー
セ
ン
ト
と
き
わ
め
て
大
き
な
ウ
ェ
イ
ト
を
占
め
て
い

る
(
第
叩
表
Y

」
の
よ
う
な
人
員
削
減
の
直
接
の
対
象
者
は
中
高
年
労
働
者
で
あ
る
。

中
高
年
労
働
者
の
削
減
で
は
、
た
と
え
ば
愛
知
県
下
の
機
械
工
業
六
六
九
事
業
所
を
対
象
と
し
た
労

働
環
境
研
究
会
の
報
告
書
『
M
E
機
器
導
入
の
労
働
に
与
え
る
影
響
』

(
八
五
年
三
月
)
に
よ
れ
ば
、

M
E
機
器
の
導
入
に
さ
い
し
て
、
従
来
の
機
械
設
備
に
配
置
さ
れ
て
い
た
四

O
歳
以
上
中
高
年
者
へ
の

対
応
と
し
て
、
三
コ
一
七
事
業
所
の
う
ち
、

M
E
桜
器
を
担
当
さ
せ
た
事
業
所
は
ご
ニ
六
(
四

0
・
一
パ

1
セ
ン
ト
)
で
、
他
の
六

C
パ
ー
セ
ン
ト
近
く
の
事
業
所
で
は
こ
れ
ら
の
労
働
者
を
職
場
配
転
し
て
い

る
。
こ
の
結
果
、

M
E
機
器
導
入
工
程
で
は
四

Q
歳
以
上
の
「
技
能
系
従
業
員
」
は
「
一
人
も
い
な

い
」
と
す
る
事
業
所
が
一
七

O
(五
0
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
)
を
占
め
て
い
る
。
こ
う
し
た
状
況
か
ら
み

て
も
、

M
E
機
器
の
導
入
に
対
応
し
う
る
若
年
者
の
増
加
に
よ
る
職
場
の
「
若
年
化
」
が
す
す
ん
で
い

る
。
前
掲
第
8
表
で
み
る
よ
う
に
、

「
若
年
化
」
し
た
工
程
の
割
合
(
五

0
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
)
が
、

「
高
齢
化
」
し
た
工
程
の
割
合
(
二
四
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
)
を
大
き
く
上
ま
わ
っ
て
い
る
。
こ
の
点
は

電
機
労
連
の
調
査
で
も
い
っ
そ
、
フ
は
っ
き
り
あ
ら
わ
れ
て
い
る
。
第
口
表
は
M
E
関
連
機
器
の
使
用
者

は
、
一
二

O
歳
台
の
労
働
者
が
過
半
数
を
占
め
、
二

O
歳
台
も
ふ
く
め
れ
ば
八
八
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
と
圧

倒
的
な
ウ
エ
イ
ト
と
な
る
。

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

一
一
一
五



業

第11表 マクロエレクトロエクス関連機器使用者の主な年齢階層

〈単位 %) 

30~39 I 40~49 I 50 歳 ID.K. す

歳 層| 歳層|以上層川-A 薮
I 経

I 9.0 事
トー一一一 研

2.1 事
四
0 
巻

号

九
ノス

年

種 計 竺H
I 32.1 I 2.5 計

100.0 
(277) 56.3 

重 2.1 電 liobj
家電・音響 l!td 
通信・情報| !oid 
電子部品! loo-0| 3021 56.6i 1.91 一I (53)I uV.k I vv.v I ".~ I --i 

出所〉 電機労連『電機産業におけるマイクロエレクトロニグス技術が雇用と労働に与える

影響~ (1982年2月〉。

、指数)
120 

100 

1X: 90 

業 80

70 
員

10.6 

11.3 

40.5 9.5 

35.0 51. 7 10.0 

第4図 電機企業13社の従業員の推移(各年3月期)

(1970年=100)

110 子え;、r J4|: 

戸、、 総数

女、 '_~6

~ i3山O仇% 

k ¥ 可干←F
一←-一-

十 --斗O斗叩叩4七和20

叶0% ゴ

71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82年

(原資料〉 有価証券報告書。

(出所〉 電機労連『調査時報~ 180号。



ま
た
、

M
E
機
器
の
導
入
に
よ
る

F
A
化
は
、
労
働
の
「
二
極
分
解
」
の
な
か
で
の
単
純
化
、
細
分
化
さ
れ
た
監
視
労
働
の
進
展
に
対

応
し
て
、
本
雇
い
女
子
労
働
者
を
激
減
さ
せ
る
が
、
こ
の
こ
と
は
第
4
図
に
よ
っ
て
確
認
で
き
る
。
こ
の
こ
と
と
の
関
連
で
女
子
パ

l
ト

労
働
者
の
増
大
や
派
遣
労
働
、
在
宅
勤
務
、
日
雇
い
労
働
者
な
ど
の
不
安
定
雇
用
者
が
著
し
く
増
加
し
て
き
て
い
る
。
第
5
図
に
み
る
よ

う
に
、
女
子
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
は
一
九
八

O
年
か
ら
八
三
年
の
三
年
間
に
五

O
万
人
増
加
し
て
い
る
。
ま
た
労
働
省
の
「
雇
用
管
理
調

女子パートタイマー数の推移(非農林業〕

関57(8.9%)

~m82(9.6%) 

議問(12.2%) t，Oti8 

要521m(17493)

[:~:~:~:mf~ 2制 EU%)

~:~~~mm3同 (21.1%) 女子雇用者11，451
女子パートタイマー

i 

第 5図

年
1960 

197( 

1975 

1980 

1965 
日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

1983 

1，500(万人)1，000 500 

総理府『労働力調査』。

。
出所〉

パートタイマ労働者の採用理由(企業割合〉第 8図

(%) 
40 

。

30 

20 

)
 

(
 

l
 

一
二
七

1 )複数回答である。

2)当該者業で「パートタイマーJ.iパート」または「アル

バイト」と呼ばれている労働者についての結果である。

労働省「雇用管理調査J(1983年〉。

(注〉

出所〉
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(
一
九
八
三
年
)
に
よ
っ
て
も
、
大
企
業
で
は
常
用
労
働
者
を
へ
ら
し
、
そ
の
代
わ
り
に
パ

l
ト
労
働
を
恒
常
的
に
採
用
し
て
お

り
、
パ

l
ト
を
恒
常
的
に
採
用
し
て
い
る
企
業
の
割
合
は
、
七
九
年
の
二
五
・
七
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
八
三
年
の
七
三
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
へ

と
著
し
い
増
加
を
み
せ
て
い
る
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
パ

i
ト
労
働
の
採
用
理
由
を
み
た
の
か
第
6
図
で
あ
る
。
第
一
位
が
「
割
安
な

人
件
費
」
、
第
ニ
位
が
「
一
一
雇
用
量
調
整
の
容
易
さ
」
の
順
と
な
っ
て
い
る
。

以
上
み
て
き
た
よ
う
に
、

M
E
機
器
の
導
入
に
と
も
な
い
、

「
省
力
化
」
が
す
す
み
、
と
く
に
中
高
年
労
働
者
の
削
減
が
み
ら
れ
る
半

面
で
、
女
子
パ

i
ト
労
働
な
ど
不
安
定
雇
用
者
層
の
拡
大
が
急
速
に
進
展
し
て
い
る
。

以
上
、
企
業
に
お
け
る
終
身
雇
用
制
が
今
日
に
い
た
る
ま
で
歴
史
的
に
い
か
な
る
プ
ロ
セ
ス
を
経
て
き
て
い
る
か
を
み
て
き
た
が
、
こ

の
プ
ロ
セ
ス
を
モ
デ
ル
化
し
た
の
が
第
7
図
で
あ
る
。

モ
デ
ル

A
は
戦
前
期
の
終
身
雇
用
制
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
解
雇
が
あ
る
程
度
自
由
に
な
さ
れ
、
職
場
の
年
功
制
的
秩
序
を
基
盤
と
す
る

終
身
雇
用
制
が
形
づ
く
ら
れ
て
き
て
い
た
。
こ
の
終
身
雇
用
制
の
枠
内
に
入
る
た
め
の
労
働
者
聞
の
競
争
は
強
く
存
在
し
た
。
モ
デ
ル

B

は
戦
後
の
オ
イ
ル
・
シ
ョ
ッ
ク
を
契
機
と
す
る
「
減
量
経
営
」
の
進
展
の
な
か
で
の
終
身
一
雇
用
制
の
再
編
成
を
し
め
す
。
こ
こ
で
は
戦
後

の
民
主
改
革
の
進
展
と
労
働
運
動
の
発
展
の
な
か
で
、
労
働
者
の
雇
用
保
障
が
追
求
さ
れ
、
こ
れ
が
高
度
成
長
を
背
景
と
し
な
が
ら
企
業

の
メ
リ
ッ
ト
と
な
る
運
用
が
な
さ
れ
て
き
た
の
で
あ
る
が
、
こ
れ
が
高
度
成
長
の
ゆ
き
キ
つ
ま
り
と
と
も
に
困
難
と
な
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、

こ
こ
で
と
ら
れ
た
企
業
の
「
減
量
経
営
」
は
、
高
度
成
長
を
通
し
て
肥
大
化
し
て
き
た
中
高
年
労
働
者
に
た
い
す
る
選
択
定
年
制
を
は
じ

め
と
し
て
希
望
退
職
、
配
転
、
出
向
な
ど
に
み
ら
れ
る
削
減
と
い
う
形
を
と
っ
た
。
こ
の
減
量
経
営
は
全
体
と
し
て
不
況
の
長
期
化
の
な

か
で
、
労
働
者
の
抵
抗
よ
り
は
む
し
ろ
組
合
の
協
調
に
よ
る
労
働
者
聞
の
会
社
忠
誠
心
を
め
ぐ
る
競
合
を
強
め
る
方
向
に
す
す
ん
だ
。
そ

し
て
、
最
近
の

M
E
機
器
導
入
に
み
ら
れ
る
技
術
革
新
期
の
終
身
雇
用
制
の
変
化
を
ま
と
め
た
の
が
モ
デ
ル

C
で
あ
る
。

M
E
化
に
よ
る

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

一
二
九
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。

「
労
働
の
二
極
分
解
」
に
対
応
し
た
形
で
の
中
高
年
者
の
、
い
っ
そ
う
の
削
減
と
職
場
の
「
若
者
化
一
の
進
行
が
み
ら
れ
る
。
こ
う
し
た

状
況
の
な
か
で
「
省
力
化
」
を
め
ざ
す
M
E
化
に
よ
る
、

F
M
S
や
「
無
人
化
工
場
」
に
子
り
れ
る
大
幅
な
労
働
者
の
削
減
も
す
す
め
ら

れ
、
基
幹
労
働
者
と
し
て
終
身
一
雇
用
の
枠
組
み
の
な
か
に
入
れ
る
労
働
者
は
ま
す
ま
す
少
数
と
な
る
。
こ
れ
が
「
少
数
精
鋭
主
義
」
の
実

態
で
あ
る
。
ま
た
、
こ
の
労
働
者
削
減
は
、
他
方
で
パ

l
ト
労
働
者
や
派
遣
労
働
者
の
増
大
に
よ
っ
て
補
完
ぎ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

終
身
雇
用
制
は
労
働
者
に
と
っ
て
は
、
雇
用
を
保
障
し
て
く
れ
る
た
め
の
、
し
た
が
っ
て
生
活
の
基
礎
を
保
障
し
て
く
れ
る
た
め
の
枠

組
み
な
の
で
あ
る
。
こ
の
枠
組
み
が
与
え
ら
れ
る
の
は
、
企
業
に
と
っ
て
中
軸
労
働
者
と
し
て
認
め
ら
れ
た
と
き
で
あ
る
。
多
く
の
労
働

者
が
こ
の
枠
組
み
を
求
め
る
と
す
れ
ば
、
そ
の
枠
組
み
を
め
ぐ
る
競
争
が
労
働
者
の
な
か
に
生
じ
て
く
る
。
新
規
学
卒
労
働
者
と
し
て
労

働
市
場
に
登
場
し
た
と
き
、
彼
ら
は
す
で
に
こ
の
競
争
に
ま
き
こ
ま
れ
て
い
る
。
現
在
の
学
校
教
育
体
制
は
、
学
歴
主
義
に
み
ら
れ
ろ
よ

う
に
、
こ
の
競
争
に
お
け
る
勝
敗
の
決
定
要
素
と
し
て
ま
す
ま
す
整
備
さ
れ
て
き
て
い
る
。
こ
の
競
争
で
上
位
に
ラ
ン
ク
さ
れ
た
も
の
が

大
企
業
に
入
り
こ
み
、
終
身
雇
用
制
を
適
用
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
こ
の
競
争
で
下
位
に
ラ
ン
ク
さ
れ
た
労
働
者
は
、
こ
の
適
用
を
う
け

ず
、
雇
用
の
不
安
に
さ
ら
さ
れ
る
。
し
か
も
、
そ
う
し
た
労
働
者
の
数
は
ま
す
ま
す
増
加
し
て
い
る
。

ω年
功
制
賃
金
の
機
能
と
役
割

こ
の
年
功
制
賃
金
は
第
8
図
に
み
る
よ
う
に
、
主
と
し
て
大
企
業
に
お
け
る
管
理
・
事
務
労
働
者
及
び
生
産
労
働
者
の
基
幹
的
労
働
者

を
対
象
と
し
た
賃
金
制
度
で
あ
り
、
こ
れ
は
終
身
雇
用
制
を
前
提
と
し
て
い
る
。

そ
の
賃
金
上
昇
は
勤
続
の
長
さ
に
よ
る
熟
練
の
上
昇
に
み
あ
っ
た
体
系
が
、
今
日
で
は
勤
続
年
数
を
重
ね
る
だ
け
で
は
賃
金
は
上
昇
せ

ず
、
賃
金
決
定
の
な
か
で
「
能
力
L

の
要
素
は
ま
す
ま
す
大
き
ウ
エ
イ
ト
を
占
め
る
に
い
た
っ
た
。
こ
の
能
力
に
は
職
務
遂
行
の
能
力
、

生
雇
工
程
の
仕
組
み
に
つ
い
て
の
理
解
力
、
職
場
の
同
僚
と
の
協
調
性
、
企
業
へ
の
協
力
な
ど
が
総
合
的
に
査
定
さ
れ
る
。
し
た
が
っ



て
、
勤
務
年
数
を
つ
み
重
ね
る
と
い
う
ロ
ン
グ
ス
パ
ン
の
文
脈
で
能
力
は
育
成
さ
れ
る
し
、
ま
た
査
定
も
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
こ
う
し
て

日
本
的
経
営
に
お
け
る
賃
金
は
、
新
規
学
卒
者
の
入
社
時
に
お
け
る
水
準
が
学
歴
別
に
決
定
さ
れ
、
以
後
は
さ
き
に
み
た
よ
う
な
能
力
査

定
に
よ
っ
て
昇
進
と
定
期
昇
給
額
が
決
定
さ
れ
て
い
く
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
年
功
制
賃
金
は
、
労
働
者
の
う
ち
企
業
へ
の
貢
献
度
を

高
く
評
価
さ
れ
る
と
、
成
績
上
位
者
に
は
順
調
な
昇
給
が
保
障
さ
れ
る
ば
か
り
か
、
企
業
の
終
身
雇
用
適
用
者
の
範
囲
を
せ
ば
め
て
き
て

い
る
現
在
に
あ
っ
て
、
中
高
年
時
に
企
業
の
枠
か
ら
排
出
さ
れ
る
こ
と
が
な
い
た
め
に
も
、
労
働
者
の
成
績
を
め
ぐ
る
激
烈
な
競
争
を
う

製造業男子労働者にみる「年功賃金」

の実態

第8図
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む
こ
と
に
な
る
。

大
企
業
に
入

現代資本主義国家』第3巻 167ページ。

る
に
あ
た
っ
て
勝
利
し
た
労
働
者

は
、
企
業
体
制
の
な
か
で
こ
ん
ど

は
学
歴
別
階
層
ご
と
に
成
績
査
定

を
め
ぐ
る
競
争
に
な
げ
こ
ま
れ

る
。
こ
の
よ
う
に
年
功
制
賃
金

は
、
昇
給
・
昇
格
を
め
ぐ
る
激
烈

な
労
働
者
間
競
争
を
う
む
刺
激
的

賃
金
制
度
で
あ
り
、
労
働
者
に
た

い
す
る
強
力
な
個
別
管
理
、
差
別

支
配
と
い
う
管
理
的
機
能
を
内
包

し
て
い
る
。
年
功
賃
金
の
も
つ
こ

一一一一
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の
よ
う
な
性
格
こ
そ
集
団
的
結
合
労
働
力
を
可
能
な
か
ぎ
り
安
価
に
、
か
つ
長
期
安
定
的
に
維
持
確
保
す
る
と
と
も
に
、
そ
れ
を
効
率
的

に
活
用
し
、
さ
ら
に
企
業
意
識
を
培
養
し
、
労
使
協
調
主
義
的
労
働
者
を
育
成
す
る
と
と
に
大
き
く
貢
献
し
て
き
た
の
で
あ
る
。

こ
の
年
功
制
賃
金
が
も
っ
、
も
う
ひ
と
つ
の
社
会
的
機
能
と
し
て
、
こ
れ
が
日
本
の
労
働
者
の
低
賃
金
構
造
と
そ
の
水
準
を
維
持
す
る

役
割
を
は
た
し
て
き
た
こ
と
を
指
摘
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
年
功
制
賃
金
は
単
身
者
の
生
活
費
に
相
当
す
る
低
い
初

任
給
を
出
発
点
と
し
て
、
労
働
者
の
生
計
費
が
家
族
構
成
の
変
化
な
ど
に
対
応
し
て
累
増
す
る
部
分
を
最
低
限
カ
バ
ー
す
る
か
た
ち
で
昇

給
さ
せ
る
と
い
う
こ
と
に
基
本
的
な
特
徴
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
結
果
、
日
本
の
労
働
者
の
賃
金
水
準
は
、
戦
前
に
く
ら
べ
戦
後
は

か
な
り
上
昇
し
た
と
は
い
、
7
も
の
の
、
イ
ン
フ
レ
の
埼
進
は
実
質
賃
金
を
お
し
さ
げ
、
国
際
的
に
み
て
も
先
進
工
業
国
の
な
か
で
は
、
い

ぜ
ん
低
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
こ
と
は
第
2
表
を
み
て
も
あ
き
ら
か
で
あ
る
。
日
本
製
品
の
強
い
国
際
競
争
力
は
、
高
品
質
、
高
生
産

性
に
く
わ
え
て
、
な
に
よ
り
も
労
働
分
配
率
の
低
さ
か
ら
く
る
低
コ
ス
ト
に
あ
る
こ
と
は
あ
き
ら
か
で
あ
る
。

最
近
の
急
速
な
M
E
化
の
な
か
で
、
賃
金
体
系
の
能
力
主
義
的
要
素
の
強
化
に
よ
る
再
編
成
が
す
す
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
も
見
逃
せ
な

い
傾
向
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
日
本
生
産
性
本
部
の
研
究
グ
ル
ー
プ
が
、

一
九
八
二
年
に
お
こ
な
っ
た
賃
金
政
策
提
言
で
は
、

M
E
化
に

と
も
な
う
労
働
態
様
の
変
化
を
賃
金
面
で
も
反
映
さ
せ
よ
う
と
し
て
、
賃
金
を
「
年
功
的
」
部
分
と
、
「
職
能
的
」
部
分
に
分
離
し
、
「
職

能
的
」
部
分
に
つ
い
て
は
、

「
新
職
務
に
適
応
で
き
な
い
者
、
熟
練
工
か
ら
単
純
工
、
軽
作
業
に
変
わ
っ
た
者
等
に
対
し
て
は
、
降
格
、

賃
金
の
見
直
し
を
含
め
た
厳
正
な
評
価
制
度
の
運
用
が
必
要
」
と
し
て
お
り
、
新
職
務
へ
の
不
適
応
者
に
た
い
し
て
、
新
た
な
賃
金
抑
制

を
強
め
よ
う
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
社
会
開
発
研
究
所
報
告
『
二

0
0
0年
に
向
け
て
激
動
す
る
労
働
市
場
』

(
一
九
八
五
年
三
月
)

ゅ
、
将
来
の
あ
る
べ
き
賃
金
体
系
を
次
の
よ
う
に
え
が
い
て
い
る
。
そ
れ
は

M
E
化
に
よ
る
仕
事
の
標
準
化
に
哩
応
し
、
ま
た
、
中
高
年

者
の
賃
金
削
減
を
目
的
と
し
て
、
年
功
的
要
素
を
い
ち
だ
ん
と
削
減
し
、
年
功
給
三
五
パ
ー
セ
ン
ト
、
職
務
給
二
五
。
ハ

i
セ
シ
ト
、
職
給
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O
パ
ー
セ
ン
ト
を
目
標
に
賃
金
体
系
を
改
め
、
五

O
歳
前
後
で
賃
金
ピ

l
ク
を
抑
え
よ
う
と
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
賃
金
体
系

は
、
こ
れ
ま
で
の
年
功
制
賃
金
は
職
務
、
職
能
給
制
賃
金
へ
と
大
き
く
再
編
成
さ
れ
て
き
て
い
る
こ
と
は
あ
き
ら
か
で
あ
る
。

川
企
業
別
組
合
と
企
業
管
理
組
織
の
一
体
化

企
業
別
組
合
と
は
原
則
と
し
て
特
定
の
企
業
に
雇
用
さ
れ
る
常
用
労
働
者
の
み
を
組
織
対
象
と
し
、
全
従
業
員
を
一
括
加
盟
さ
せ
る
、

い
わ
ゆ
る
工
職
混
合
型
の
労
働
組
合
の
こ
と
で
あ
る
。
企
業
別
組
合
は
一
般
に
産
業
別
の
統
一
闘
争
や
政
治
的
問
題
を
め
ぐ
る
運
動
を
発

展
さ
せ
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
か
、
同
一
事
業
所
内
で
働
く
臨
時
工
、
下
請
け
社
外
工
な
ど
を
労
働
組
合
か
ら
除
外
す
る
な
ど
の
弱
点

の
ぼ
か
に
、
企
業
肉
で
も
企
業
の
管
理
機
構
と
結
合
し
や
す
く
、
労
働
者
の
企
業
意
識
の
強
化
に
結
び
つ
く
欠
陥
を
も
っ
て
い
る
。
と
く

に
企
業
内
組
合
の
組
織
が
企
業
の
管
理
組
織
と
一
体
化
し
て
い
る
こ
と
の
意
味
は
大
き
い
。
組
合
員
の
意
見
を
活
動
に
反
映
さ
せ
、
本
部

の
交
渉
を
支
え
、
役
員
を
選
出
す
る
職
場
組
織
は
、
多
く
の
場
合
、
そ
れ
が
同
時
に
作
業
長
や
職
長
を
中
心
と
し
た
職
場
会
議
と
し
て
の

企
業
の
管
理
組
織
の
末
端
と
し
て
オ
ー
バ
ー
ラ
ッ
プ
し
て
い
る
。
こ
の
企
業
の
職
場
会
議
は
一
般
に
安
全
対
策
な
ど
の
た
め
に
も
た
れ
る

も
の
で
あ
る
が
、
実
際
に
は
、
職
場
の
苦
情
や
意
見
交
換
の
場
と
な
り
、
組
合
役
員
を
決
め
る
た
め
の
話
し
あ
い
も
お
こ
な
わ
れ
る
。
し

た
が
っ
て
、
こ
こ
で
は
組
合
の
職
場
組
識
と
区
別
が
つ
か
な
い
ば
か
り
か
、
こ
の
職
場
会
議
の
方
が
実
質
的
な
解
決
力
を
も
っ
場
合
が
多

い
か
ら
、
職
場
の
要
求
や
不
満
は
、
組
合
支
部
よ
り
職
制
ル

l
ト
を
通
る
こ
と
に
な
る
。
こ
う
し
て
職
場
討
議
や
職
場
組
織
は
空
洞
化
す

る
。
し
か
も
、
組
合
の
支
部
役
員
な
ど
は
、
こ
の
職
場
会
議
を
と
り
し
き
る
作
業
長
や
工
長
な
ど
の
役
付
労
働
者
に
よ
っ
て
占
め
ら
れ
て

い
る
。
こ
の
組
合
役
員
の
選
挙
は
、
企
業
の
管
理
組
織
の
い
つ
か
ん
と
し
て
、
こ
の
管
理
体
制
に
忠
実
な
役
付
労
働
者
が
選
出
さ
れ
る
。

こ
れ
に
従
わ
な
い
で
立
候
補
す
る
労
働
者
に
た
い
し
て
は
、
職
場
の
「
共
同
体
」
か
ら
排
除
し
、
公
然
と
抑
圧
を
お
こ
な
う
。
第
ロ
表
は

日
産
労
組
の
常
任
委
員
の
選
挙
結
果
を
整
理
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
投
票
率
が
各
職
場
ご
と
に
一

O
Oパ
ー
セ
ン
ト
近
い
高
率
で
あ
り
、

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

一一一一一
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日産労組常任委員選挙状況第12表
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右

投

得

一
三
四

し
か
も
当
選
し
た
各
氏
の
得
票
率
も
ま
た
一

O
Oパ
ー
セ
ン
ト
近
い
の
で
あ

る
。
こ
れ
は
組
合
民
主
主
義
の
成
熟
を
し
め
す
も
の
と
い
う
よ
り
は
、
む
し

ろ
組
合
民
主
主
義
の
形
骸
化
を
意
味
し
て
い
る
と
い
え
よ
う
。

組
合
民
主
主
義
が
形
骸
化
し
、
企
業
の
管
理
機
構
と
一
体
化
し
た
運
営
が

な
さ
れ
る
と
す
れ
ば
、
そ
こ
で
は
組
合
は
企
業
の
集
団
主
義
管
理
の
補
完
物

に
な
っ
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
こ
れ
は
今
日
の
日
本
の
大
企
業
の
組
合
の
ご

く
一
般
的
な
特
徴
と
い
え
よ
う
。
こ
こ
で
は
、
企
業
と
組
合
の
一
体
化
の
結

果
と
し
て
、
労
使
協
調
主
義
が
組
合
を
支
配
す
ろ
こ
と
に
な
る
。

ま
た
、
日
本
の
大
企
業
に
あ
っ
て
は
、
企
業
内
の
昇
進
制
の
も
と
で
リ
1

グ

i
シ
ッ
プ
を
も
っ
た
従
業
員
が
組
合
役
員
に
選
出
さ
れ
、
有
能
な
組
合
役

員
が
や
が
て
管
理
職
に
つ
き
、
最
高
経
営
者
の
一
員
に
昇
進
す
る
こ
と
も
め

ず
ら
し
く
は
な
い
。
第
四
表
は
日
産
自
動
車
に
お
け
る
経
営
幹
部
候
補
が
組

ム
ロ
の
「
専
従
役
員
」
を
歴
任
し
て
ト
ッ
プ
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
上
昇
し
て
い

く
実
態
を
し
め
す
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
日
経
連
の
調
査
(
一
九
七
八
年
八

月
)
に
よ
れ
ば
、
会
社
役
員
に
労
働
組
合
の
執
行
委
員
経
験
者
の
い
る
会
社

は
回
答
三
五
二
社
中
の
二
三
五
社
で
六
六
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
、
一
一
一
社
に
二
社

と
い
う
高
率
と
な
っ
て
い
る
。
人
数
で
は
六
、
四
五
六
人
中
、

て

O
一二
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一一ニ六

人
で
、
六
人
に
一
人
は
か
つ
て
組
合
の
執
行
委
員
の
経
験
者
と
な
っ
て
い
る
。
こ
こ
か
ら
「
日
本
に
は
資
本
家
は
い
な
い
」
と
か
、

一寸

日

本
に
は
階
級
差
は
な
い
」
と
か
い
う
労
使
一
体
と
い
う
企
業
共
同
体
的
な
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
が
主
張
さ
れ
、
労
働
者
統
合
の
思
想
が
生
ま
れ

て
き
て
い
る
。

日
本
的
経
営
は
企
業
共
同
体
と
し
て
機
能
し
、
労
働
者
を
全
人
格
的
に
包
摂
し
て
い
く

Q

労
働
者
は
こ
の
共
同
体
的
な
つ
な
が
り
か
ら

排
除
さ
れ
れ
ば
、
労
働
者
相
互
の
交
流
が
断
ち
切
ら
れ
る
と
い
う
こ
と
に
と
ど
ま
ら
ず
、
成
績
競
争
に
も
お
く
れ
を
と
り
、
さ
ら
に
は
生

活
基
盤
の
確
保
す
ら
危
く
な
る
。
労
働
者
は
そ
の
態
度
と
行
動
の
表
層
に
は
、
日
本
的
経
営
を
運
命
共
同
体
と
し
て
し
か
う
け
い
れ
る
ほ

か
な
い
の
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
組
合
は
、
企
業
フ
ァ
シ
ズ
ム
の
先
兵
に
転
ず
る
危
険
性
す
ら
存
在
す
る
の
で
あ
る
。

(

1

)

戸
木
田
嘉
久
稿
「
情
報
化
と
労
働
者
階
級

l
構
成
と
状
態
の
変
化

l
」
高
経
済
』
一
九
八
五
年
九

A
号
)
コ
一
二

1
一
一
一
ペ
ー
ジ
。

(
2
X
3〉
川
島
威
祷
「
M
E
化
・
情
報
化
の
現
局
面
と
労
働
者
へ
の
影
響
」
(
『
経
済
』
一
九
八
五
年
九
月
号
)
豆
二
!
一
二
ペ
ー
ジ

Q

今
野
順
夫
稿

「
M
E
化
の
雇
用
・
労
働
に
及
ぼ
す
影
響
」
(
『
M
E
技
術
革
新
と
労
働
法
』
日
本
労
働
法
学
会
誌
六
六
号
、
一
九
八
五
年
)
二
八
ペ
ー
ジ
以
下
。

3 

成
長
型
財
務
構
造
か
ら
過
剰
蓄
積
へ

高
度
成
長
期
の
日
本
の
大
企
業
は
、
そ
の
巨
額
な
設
備
投
資
資
金
を
銀
行
か
ら
の
借
入
れ
に
依
存
し
た
。
こ
の
よ
う
な
日
銀
・
都
市
銀

行
を
中
核
と
す
る
産
業
資
金
の
間
接
金
融
方
式
に
よ
る
調
達
は
、
産
業
革
命
以
来
の
日
本
資
本
主
義
の
伝
統
的
体
質
で
あ
っ
た
。
そ
れ

は
、
日
本
資
本
主
義
の
歴
史
的
後
進
性
と
低
位
の
資
本
蓄
積
に
た
い
し
て
、
他
方
で
急
速
な
生
産
力
発
展
の
要
請
と
の
矛
盾
を
解
決
す
る

た
め
、
こ
の
機
関
銀
行
に
よ
る
産
業
資
金
の
間
接
金
融
方
式
が
必
然
化
し
た
の
で
あ
る
。
こ
う
し
た
間
接
金
融
方
式
が
戦
後
の
高
度
成
長

期
に
定
着
拡
大
し
た
の
は
、
こ
の
時
期
に
あ
っ
て
は
巨
額
な
資
金
を
借
入
れ
が
で
き
れ
ば
で
き
る
ほ
ど
機
械
設
備
を
新
設
し
、
生
産
の
規



模
を
拡
大
し
、
生
産
コ
ス
ト
を
下
げ
て
企
業
間
競
争
に
う
ち
か
ち
、
高
蓄
積
を
実
現
す
る
こ
と
が
で
き
た
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
高
度
成
長

期
は
同
時
に
イ
ン
フ
レ
の
昂
進
期
で
も
あ
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、
借
り
入
れ
金
の
返
済
は
容
易
で
あ
る
と
い
う
債
務
者
利
得
と
い
う
状
況

が
あ
っ
た
。
ま
た
借
り
入
れ
金
利
子
は
損
金
に
算
入
す
る
こ
と
が
出
来
る
だ
け
で
な
く
、
株
式
・
社
債
に
く
ら
べ
資
金
コ
ス
ト
も
低
か
っ

た
。
ま
た
、
成
長
が
見
込
ま
れ
、
企
業
利
潤
率
が
銀
行
利
子
率
を
上
回
り
ウ
る
場
合
に
は
、
銀
行
借
入
れ
が
多
け
れ
ば
多
い
ほ
ど
、
企
業

利
潤
率
と
銀
行
利
子
率
と
の
差
が
自
己
資
本
利
益
率
を
上
昇
さ
せ
る
レ
パ
レ
ッ
ジ
効
果
が
大
き
く
な
る
。
も
ち
ろ
ん
、
過
小
自
己
資
本
は

他
の
企
業
、
と
り
わ
け
外
国
資
本
に
よ
る
乗
っ
取
り
の
危
険
を
大
き
く
す
る
。
し
か
し
、
企
業
集
団
に
属
す
る
企
業
の
場
合
に
は
、
集
団

向
け
で
の
株
式
の
相
互
持
分
い
に
よ
っ
て
結
束
を
固
め
、
共
同
防
溺
の
休
日
を
つ
く
り
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
る
し
、
ま
た
「
日
本
株
式
会

社
一
と
し
て
の
政
府
は
こ
れ
を
防
ぐ
方
策
を
確
立
し
て
き
た
。
こ
う
し
て
、
日
本
食
業
は
戦
後
、
資
本
の
個
別
的
蓄
積
水
準
が
低
く
、
証

券
市
場
か
ら
の
資
金
調
達
も
不
十
分
と
い
う
不
利
な
条
件
の
も
と
で
、
銀
行
か
ら
の
借
入
れ
に
よ
っ
て
資
本
誓
積
を
す
す
め
、
先
進
国
の

生
産
力
水
準
へ
の
急
速
な
キ
ャ
ッ
チ
・
ア
ッ
プ
を
と
げ
て
き
た
の
で
あ
る
。
こ
の
結
果
、
日
本
の
大
企
業
は
「
借
金
経
営
」
と
い
わ
れ
る

(
1〉

特
異
な
財
務
構
造
を
つ
く
り
だ
す
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

高
度
成
長
の
一
応
の
結
着
期
で
あ
る
一
九
七
四
年
、
日
本
企
業
の
自
己
資
本
比
率
は
ア
メ
リ
カ
五
三
了
ニ
パ
ー
セ
ン
ト
、
西
ド
イ
ツ
三

0
・
パ
ー
セ
ン
ト
に
た
い
し
て
一
八
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
に
ま
で
低
下
し
て
い
る
。
こ
れ
は
高
度
成
長
を
背
景
と
し
て
、
増
資
利
益
の
社
内

留
保
に
よ
る
資
金
の
増
加
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
れ
を
は
る
か
に
上
回
る
高
い
テ
ン
ポ
で
設
備
投
資
の
た
め
の
資
金
需
要
が
増
大
し
た
た

め
、
銀
行
か
ら
の
借
入
れ
へ
の
依
存
が
深
ま
ら
ざ
る
を
え
な
か
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
、
こ
れ
は
、
借
り
入
れ
金
の
利
子
さ
え
稼
げ
ば

企
業
成
長
率
を
高
め
さ
せ
う
る
、
ま
た
、
売
り
上
げ
高
利
益
率
を
き
わ
め
て
少
な
く
し
て
競
争
を
展
開
さ
せ
う
る
、
さ
ら
に
、
寡
占
価
格

に
よ
る
販
売
が
可
能
な
ら
ば
技
術
革
新
の
た
め
の
加
速
度
的
減
価
償
却
と
巨
大
利
益
の
社
内
習
保
に
よ
る
手
厚
い
自
己
金
融
の
基
盤
号
、

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

一ヒ
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ノス

借
り
入
れ
金
と
な
ら
ん
で
つ
く
り
あ
げ
う
る
と
い
う
条
件
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

企
業
集
団
に
所
属
す
る
企
業
に
た
い
し
て
は
、
そ
の
主
力
銀
行
に
よ
る
系
利
融
資
が
お
こ
な
わ
れ
た
が
、
そ
れ
で
も
二

O
パ
ー
セ
ン
ト

(
2
V
 

前
後
の
充
足
率
に
し
か
達
せ
ず
、
不
足
分
は
系
列
外
の
金
融
機
関
か
ら
の
協
調
融
資
に
よ
っ
て
補
完
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
。

こ
う
し
た
高
度
成
長
の
資
金
源
を
保
障
し
た
日
銀
の
信
用
創
造
は
、
都
市
銀
行
の
常
態
的
な
オ

l
パ
ロ

i
ン
に
よ
る
大
企
業
へ
の
巨
額

の
融
資
を
保
障
し
、
こ
う
し
た
政
府
、
日
銀
の
イ
ン
フ
レ
金
融
政
策
の
も
と
で
、
大
企
業
は
自
己
資
金
を
は
る
か
に
上
ま
わ
る
他
人
資
金

へ
の
依
存
と
い
う
オ
ー
バ
ー
-
ボ
ロ
ウ
イ
ン
グ
を
常
態
化
す
る
に
い
た
っ
た
の
で
あ
る
。

し
か
も
、
こ
の
間
接
金
融
方
式
は
、
資
金
集
中
と
同
時
に
融
資
の
大
企
業
集
中
に
よ
っ
て
そ
の
資
金
の
効
率
的
な
運
営
を
可
能
と
し
、

大
企
業
の
高
蓄
積
を
実
現
し
た
。

一
九
七
六
年
法
人
企
業
一
二

O
万
社
の
う
ち
資
本
金
一

O
億
円
以
上
の
大
企
業
て
六

O
O社

(
0
・

一
パ
ー
セ
ン
ト
)
に
、
法
人
企
業
の
総
借
り
入
れ
金
一
一
三
兆
円
の
五

O
パ
ー
セ
ン
ト
に
あ
た
る
五
六
兆
円
が
融
資
さ
れ
て
お
り
、
さ
ら

に
、
政
府
系
の
開
銀
が
九
一
パ
ー
セ
ン
ト
、
輸
出
入
銀
行
が
九
四
パ
ー
セ
ン
ト
大
企
業
向
け
融
資
に
な
っ
て
い
る
。
し
か
も
、
大
企
業
向

け
融
資
は
中
小
企
業
に
く
ら
べ
て
低
利
、
長
期
、
担
保
率
も
低
率
な
ど
き
わ
め
て
優
利
な
条
件
で
お
こ
な
わ
れ
た
。
さ
ら
に
、
こ
の
銀
行

融
資
は
、
産
業
大
企
業
と
の
結
合
を
強
化
す
る
に
と
ど
ま
ら
ず
、
自
己
の
企
業
集
団
へ
の
企
業
系
列
化
を
す
す
め
、
株
式
所
有
や
役
員
派

遣
を
と
も
な
い
な
が
ら
支
配
の
拡
大
に
利
用
さ
れ
た
こ
と
も
法
目
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
か
し
、

一
九
七
三
年
の
オ
イ
ル
・

シ
ョ
ッ
ク
を
契
機
と
す
る
低
成
長
へ
の
経
済
転
換
の
な
か
で
、
日
本
の
大
企
業
の
財
務
構
造
も
、
い
わ
ゆ
る
「
減
量
経
営
」
を
テ
コ
と
す

る
自
己
金
融
型
財
務
構
造
へ
と
転
形
し
、
収
益
構
造
を
大
き
く
変
え
て
き
た
。
す
な
わ
ち
、
日
本
の
大
企
業
は
低
成
長
の
な
か
で
、
低
い

操
業
度
で
も
損
益
分
岐
点
を
下
げ
収
益
を
あ
げ
る
と
い
う
方
向
に
転
換
し
た
の
で
あ
る
。

日
本
の
大
企
業
は
七
四
年
以
降
落
ち
と
ん
で
い
た
経
常
利
益
が
七
八
年
に
は
減
収
増
益
に
回
復
し
、
さ
ら
に
、
七
九
年
に
は
増
収
増
益



と
し
て
、
低
成
長
下
で
史
上
空
前
の
収
益
を
あ
げ
た
。
こ
の
よ
う
な
企
業
体
質
を
つ
く
り
だ
す
た
め
に
、
こ
の
時
期
、
日
本
の
大
企
業
は

大
幅
な
固
定
費
の
引
き
下
げ
を
実
現
さ
せ
て
い
る
。
大
企
業
は
自
己
金
融
体
制
の
確
立
に
よ
り
借
り
入
れ
金
の
返
済
、
設
備
投
資
の
削
減

と
自
己
資
金
に
よ
る
そ
の
調
達
を
す
す
め
、
金
融
費
用
比
率
を
七
五
年
、
五
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
七
八
年
、
三
パ
ー
セ
ン
ト
に
引
き
下
げ
、

ま
た
、
設
備
投
資
の
抑
制
、
償
却
方
式
を
定
率
よ
り
定
額
へ
の
変
更
な
ど
に
よ
り
減
価
償
却
比
率
を
七
一
年
、
五
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
七
八

年
、
一
ニ
パ
ー
セ
ン
ト
に
か
な
り
大
幅
に
低
下
さ
せ
た
。
さ
ら
に
人
件
費
に
み
ら
れ
る
固
定
費
比
率
を
人
減
ら
し
な
ど
に
よ
り
七
五
年
、

一
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
か
ら
七
九
年
、

二
一
・

O
パ
ー
セ
ン
ト
へ
と
引
き
下
げ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
白
本
の
大
企
業
が
短
期
間
に
収
益
構

造
を
変
え
る
こ
と
が
で
き
た
の
は
、
七

0
年
代
後
半
期
の
「
減
量
一
経
営
一
の
推
進
の
結
果
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、

一
九
七
回

ー
七
八
年
の
聞
に
労
働
者
を
削
減
さ
せ
た
企
業
は
主
要
二
五

O
社
の
う
ち
一
八
五
社
(
七
四
パ
ー
セ
ン
ト
)
で
、
四
社
中
三
社
ま
で
が
人

減
ら
し
を
お
こ
な
っ
て
い
る
。
こ
の
削
減
人
員
は
一
二
万
五
、

0
0
0人
に
及
び
、

一
社
平
均
て

一
C
一
心
人
を
超
え
て
お
り
、
こ
れ
は

二
五

O
社
、
総
労
働
者
一
七
一
万
五
、

0
0
0人
の
二
一
・
五
四
パ
ー
セ
ン
ト
と
い
う
高
い
比
率
と
な
る
(
産
業
労
働
調
査
所
調
べ
)
。

こ
の
「
減
量
経
営
」
は
た
ん
に
人
件
費
削
減

ι寄
与
し
た
だ
け
で
は
な
い
。
こ
れ
は
第
一
に
労
働
生
産
性
を
い
ち
じ
る
し
く
増
大
さ
せ

た
。
大
企
業
は
大
幅
な
人
員
削
減
を
実
施
し
な
が
ら
、
不
採
算
部
門
の
休
止
・
分
離
、
高
能
率
・
高
収
益
部
門
へ
の
集
中
化
に
よ
り
生
産

を
増
大
さ
せ
、
労
働
生
産
性
を
向
上
さ
せ
た
。
労
働
省
の
「
調
査
月
報
」
に
よ
っ
て
も
、
七
九
年
生
産
量
は
前
年
比
八
・
五
パ
ー
セ
ン
ト

増
加
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
製
造
業
の
就
業
者
数
は
三
・
九
パ
ー
セ
ン
ト
減
少
し
、
労
働
生
産
性
は
い
っ
さ
ょ
に
一
二
・
一
パ

i
セ
ン

ト
も
上
昇
し
、
八

O
年
に
は
さ
ら
に
一
三
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
の
大
幅
な
増
加
を
み
せ
て
い
る
。

第
二
に
大
幅
な
人
員
削
減
に
よ
り
省
エ
ネ
化
、
合
理
化
、
省
力
化
の
投
資
に
よ
る
生
産
設
備
の
自
動
化

-
M
E
化
が
急
速
に
す
す
め
ら

れ
た
。
た
と
え
ば
、
鉄
鋼
業
の
高
炉
脱
石
油
化
へ
の
転
換
、
自
動
車
の
生
産
過
程
へ
の
産
業
ロ
ボ
ッ
ト
の
大
量
採
用
な
ど
が
急
速
に
お
こ

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

九



大企業の設備投資と資金源泉第9図
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大蔵省『法人企業統計年報』より作図。

1. 資本金10億円以上の製造業の値である。

2. r設備投資額」は有形固定資産の増加額と減価償却費〈特別償却を合む〉の合

計額。 r投資額Jは投資その他の資産の増加額。 r内部資金」は減価償却費〈特

別償却を含む〕と，負債性引当金，特定引当金，資本準備金，利益準備金，その

他の剰余金の増加額。 r外部資金」は借入金，社債，資本金の増加額。

出所〕大橋英五著『独占企業と減価償却.1i19ページ。

な
わ
れ
、
そ
の
結
果
、
原
燃
料
原
単
位
の
低

下
、
生
産
量
単
位
あ
た
り
の
労
働
力
の
切
り
つ

め
な
ど
に
よ
る
著
し
い
コ
ス
ト
・
ダ
ウ
ン
効
果

を
実
現
し
、
収
益
力
を
い
っ
そ
う
高
め
た
の
で

あ
る
。こ

う
し
て
日
本
の
大
企
業
は
、

「
七
割
操
業

体
制
」
(
七
割
操
業
で
も
利
益
を
だ
せ
る
体
制
)

だの
し確
て立
きと
たい
σ〉つ

で安
あハ定
るる的
。な

収
ナセ
ム斗ん

構
、丘三
1五L
J 
ど

っ
、く
り

」
の
よ
う
に
「
減
量
経
営
」
は
、
企
業
の
財

務
構
造
を
大
き
く
変
化
さ
せ
た
。
第
9
図
は
製

造
業
の
設
備
投
資
と
資
金
源
泉
を
み
た
も
の
で

あ
る
。
こ
れ
で
も
あ
き
ら
か
な
よ
う
に
、
七

O

年
代
後
半
よ
り
、
設
備
投
資
の
資
金
源
泉
は
、

こ
れ
ま
で
の
外
部
資
金
(
借
入
金
、
社
債
資
本

〈資料〉

(i主〉

金
の
増
加
額
)
依
存
か
ら
、
内
部
資
金
(
減
価

償
却
費
、
引
当
金
、
資
本
準
備
金
、
利
益
準
備



大企業の内部資金の状況第10図(兆円)
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日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

3 

lト弓竺~てご/

2 

大蔵省『法人企業統計年報』より作図

1. 資本金10億円以上の製造業の健である。

2. r減価償却」は特別償却を含む。 r引当金」は負債性引当金，

特定引当金の増加額。 r資本準備金等」は資本準備金.利益準備

金，その他の剰余金の増加額である。

出所〉第9図に同じ。

〈資料〉

〈注〉

資

金
製

，~~~~・ 1
j型

ヨ22
3そ

・:・利弘

司警
1:ミヨ」

1 

妻
id. 

32年J]t

実質内部留保の伸び第11図
280 

260 

乙.iO

2201-

己00

180 

160 

140 

1乙()

100 

(~6) 
() 

197る

四

78 79 30 示1

(注) 1973年度の実質内部留保14兆円を 100とする。

〈資料〉 大蔵省『法人企業統計年報』。

出所〉角瀬保雄稿「日本的経営と資本蓄積jより。

76 75 
/-4A 
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巻
一
号
(
一
九
八
六
年
)

資本金規模別，有価証券・投

資構成比率の推移〈製造業〉

コーfdli 
記
者与

1 
1;，8山戸jilqmf 

1刷曙t{1 ~目J
lO~5ù 50-100 100-1.000 1‘000以と

:，100万円)

(注〉 棒グラフ内の数値は構成比率。

〈資料〕 大蔵省『法人企業統計年報』。

出所〉第11図に同じ。

四

資本金規模別，有形恩定資産

構成比率の推移(製造業〉
「

層層制措
年 :::::7F〉 -311:::・:・

炉 .. 

。0-100100-1.000 1‘ω1)以上
ι1001if'1 ) 

〈資料〉 大蔵省『法人企業統計年報』。

出所〕第11図に同じ。

巴;支出

第13図

30 

2ο 

90) 
lJ 

]0-50 

金
、
そ
の
他
の
剰
余
金
の
増
加
額
)
に
転
換
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
内
部
資
金
の
増
大
は
、
高
度
成
長
期
を
通
じ
て
資
本
蓄
積
が
増
加

第12図

12 

1 (1 

1%) 
0 

1c 

し
、
巨
額
の
内
部
資
金
の
留
保
が
形
成
さ
れ
て
き
た
こ
と
を
意
味
す
る
。
こ
の
内
部
資
金
に
は
、
設
備
投
資
の
増
大
に
つ
れ
て
減
価
償
却

に
よ
っ
て
年
々
増
大
し
、
回
収
さ
れ
る
資
金
部
分
が
大
き
い
が
、
こ
の
中
に
は
耐
用
年
数
の
短
縮
や
特
別
償
却
の
結
果
ち
た
、
り
さ
れ
る

「
利
潤
の
費
用
化
」
部
分
も
含
ま
れ
て
い
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。

さ
ら
に
、
第
四
図
を
み
る
と
、
七

0
年
代
、
と
く
に
オ
イ
ル
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
は
内
部
資
金
は
減
価
償
却
以
外
の
資
金
が
急
増
し
て
き

て
い
る
こ
と
が
あ
き
ら
か
に
な
る
。
こ
の
資
金
は
利
益
の
社
内
留
保
や
株
式
の
時
価
発
行
に
よ
る
株
式
プ
レ
ミ
ア
ム
、
利
益
準
備
金
の
増

大
か
ら
な
る
も
の
で
あ
る
。
第
日
図
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
内
部
留
保
は
こ
の
一

0
年
間
に
約
三
倍
に
増
加
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
な
か



で
、
日
本
の
企
業
は
自
己
資
本
比
率
を
高
め
、
銀
行
か
ら
の
借
入
れ
ゼ
ロ
と
い
う
「
無
借
金
経
営
」
も
目
立
ち
は
じ
め
た
。
こ
う
し
た
状

況
で
、
大
企
業
の
蓄
積
構
造
は
変
化
し
て
き
た
。
そ
の
変
化
は
、

一
言
で
い
え
ば
蓄
積
様
式
の
寄
生
化
で
あ
る
。
第
ロ
図
を
み
る
と
、
企

業
規
模
が
大
き
く
な
る
に
と
も
な
っ
て
、
総
資
産
中
に
お
け
る
有
形
固
定
資
産
の
ウ
ェ
イ
ト
が
伸
び
悩
み
、
最
近
で
は
頭
打
ち
に
な
っ
て

い
る
。
第
日
図
で
は
、
企
業
規
模
の
増
大
に
と
も
な
い
有
価
証
券
と
投
資
勘
定
の
比
重
が
著
し
く
高
ま
っ
て
き
て
、
そ
れ
が
一
割
以
上
に

な
っ
て
お
り
、
と
く
に
短
期
所
有
の
有
価
証
券
の
伸
び
が
高
い
。
こ
の
こ
と
は
、
蓄
積
資
本
の
か
な
り
の
部
分
が
余
剰
資
金
と
な
っ
て
株

式
や
公
社
債
に
投
じ
ら
れ
、
売
買
差
益
や
金
融
収
益
を
得
る
目
的
に
使
わ
れ
て
お
り
、
し
か
も
、
他
人
資
本
の
調
達
ま
で
も
が
こ
う
し
た

財
テ
ク
活
動
に
使
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
し
め
し
て
い
る
。
資
本
金
一

O
億
円
以
上
の
大
企
業
で
は
、
有
価
証
券
、
投
資
勘
定
を
合
せ
た

比
率
二
一
パ
ー
セ
ン
ト
に
、
現
預
金
の
一
一
・
七
パ
ー
セ
ン
ト
を
加
え
る
と
二
三
・
七
パ
ー
セ
ン
ト
に
達
し
、
有
形
固
定
資
産
の
二
五
・

八
パ
ー
セ
ン
ト
に
匹
敵
す
る
大
き
さ
に
な
る
。
製
造
業
企
業

ιお
け
る
余
剰
資
金
の
金
融
資
産
へ
の
投
資
が
、
今
日
に
い
か
に
大
き
な
も

の
で
あ
る
か
が
う
か
が
え
よ
う
。
た
と
え
ば
、

一
九
七
三
年
か
ら
八
二
年
ま
で
の
一

0
年
間
に
、
金
融
資
産
を
、
ト
ヨ
タ
は
四
、

一0
0

億
円
か
ら
一
兆
二
、
八

O
O億
円
、
三
井
物
産
は
七
、
六

O
O億
円
か
ら
一
兆
一
一
、
八

O
O億
円
、
松
下
電
器
は
三
、
六

O
O億
円
か
ら

九、

0
0
0億
円
と
そ
れ
ぞ
れ
激
増
さ
せ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
日
本
の
大
企
業
で
は
、
低
成
長
下
で
も
安
定
的
に
利
益
を
確
保
す
る
体
制
を
確
立
す
る
と
と
も
に
、
余
剰
資
金
を
財
テ
ク

活
動
に
投
じ
て
、
ま
す
ま
す
寄
生
的
な
蓄
積
活
動
へ
と
の
め
り
こ
ん
で
い
る
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
の
よ
う
な
過
剰
蓄
積
は
、
他
方
で
ハ
イ
テ

ク
ノ
ロ
ジ

l
分
野
へ
の
進
出
と
海
外
直
接
投
資
の
積
極
化
に
よ
る
多
国
籍
企
業
化
を
す
す
め
る
要
因
と
も
な
っ
て
い
る
。

(

1

)

(

2

)

角
瀬
保
雄
稿
「
日
本
的
経
科
目
と
資
本
蓄
積
」
〔
岩
尾
硲
純
博
士
古
稀
記
念
論
文
集
刊
行
会
編
『
現
代
経
営
理
論
』
(
一
九
八
五
年
、
中
央
経

済
社
〉
一
ニ
O
九
1
三一

0
ペ
ー
ジ
。

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

)
四
一
二



立
教
経
済
学
研
究
第
四
O
巻
一
号
(
一
九
八
六
年
)

一
四
四

(

3

)

高
度
成
長
期
の
金
融
構
造
の
分
析
に
つ
い
て
は
次
の
研
究
を
参
照
さ
れ
た
い
。
野
田
正
穂
稿
「
戦
後
日
本
資
本
主
義
と
金
融
」

谷
田
庄
三
編
『
日
本
の
金
融
機
構
』
(
上
)
一
九
八
四
年
、
新
日
本
出
版
社
〉
一
九
ペ
ー
ジ
以
下
。

(
4
〉
坂
口
康
稿
「
『
減
量
経
営
』
と
大
企
業
の
高
収
益
構
造
」
ハ
角
瀬
保
雄
編
『
現
代
日
本
企
業
と
民
主
化
問
題
』
)
一
一
ニ
三
ペ
ー
ジ
以
下
。

(
5
〉
角
瀬
保
雄
、
前
掲
稿
、
コ
二
五
ペ
ー
ジ
以
下
@

(
野
田
E
穂・

4 

大
企
業
体
制
と
下
請
け
中
小
企
業
の
支
配
シ
ス
テ
ム

戦
後
日
本
の
中
小
企
業
は
、
た
ん
に
そ
の
数
が
治
大
で
あ
る
と
い
う
こ
と
や
、
ま
た
、
不
安
定
な
経
営
状
態
に
あ
り
な
が
ら
日
本
の
生

産
力
の
大
き
な
部
分
を
に
な
っ
て
い
る
と
い
う
だ
け
で
、
そ
の
特
徴
が
問
題
と
な
る
の
で
は
な
い
。
こ
の
中
小
企
業
こ
そ
が
日
本
の
大
企

業
体
制
の
存
立
基
盤
で
あ
る
か
ら
こ
そ
問
題
な
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
中
小
企
業
を
基
盤
と
す
る
大
企
業
の
下
請
け
、
系
列
化
の

生
産
構
造
と
、
日
本
企
業
の
閏
際
競
争
力
を
強
め
、
技
術
革
新
の
導
入
を
促
が
し
、
景
気
変
動
の
安
全
弁
と
し
て
役
立
ち
、
戦
後
の
高
度

成
長
を
支
え
て
き
た
も
の
で
あ
る
か
ら
こ
そ
日
本
の
中
小
企
業
が
注
目
さ
れ
る
の
で
払
砧
。

日
本
の
大
企
業
の
多
く
は
、
個
別
の
当
該
企
業
の
み
を
単
独
で
と
り
あ
げ
て
も
、
そ
の
実
態
は
つ
か
め
な
い
。
そ
の
大
企
業
の
多
く
が

治
大
な
中
小
企
業
群
を
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
形
に
支
配
す
る
一
大
ト
ラ
ス
ト
を
な
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
う
し
た
特
徴
は
造
船
、
自
動
車
、

(

2

)

 

電
器
、
繊
維
な
ど
広
汎
な
産
業
部
門
に
及
ん
で
い
る
が
、
そ
の
代
表
的
事
例
と
し
て
自
動
車
工
業
を
検
討
し
よ
う
。

自
動
車
巨
大
メ
ー
カ
ー
の
生
産
形
態
の
特
徴
は
、
第
日
図
に
み
る
よ
う
に
、
ト
ラ
ス
ト
企
業
を
頂
点
に
一
次
部
品
メ
ー
カ
ー
か
ら
二

次
、
三
次
の
部
品
メ
ー
カ
ー
に
向
け
て
願
に
大
量
生
産
に
適
し
た
生
産
工
程
に
特
化
し
、
こ
れ
に
適
さ
な
い
工
程
を
外
注
・
下
請
化
す
る

と
い
う
分
業
構
造
に
あ
り
、
最
終
組
立
て
工
程
の
み
に
特
化
し
た
ト
ラ
ス
ト
企
業
は
大
量
生
産
の
メ
リ
ッ
ト
を
最
大
限
に
享
受
す
る
こ
と



第
14
図

「
ト
ヨ
タ
企
業
集
団
j
の
生
産
部
品
系
列
別
階
層
構
造
〈
三
次
下
誇
ま
で
・
事
業
所
数
〉

昔
日
中
所
る

品
小
の
寄
l

別
事
占
合

、
業
め

(
単
位
:
%
)

作
業

内
容

別
事

業
所

割
合

二
次
下
請
(
内
円
)

三
次
下
請
(
外
円
)

(
単
位
:
%
)
 

〈
注
)

1. 
事
業
所
数
は
，
一
次
下
請
に
つ
い
て
は
実
数
で
あ
り
.
二
次
下
請
，
三
次
下
誇
に
つ
い
て
は
延
べ
事
業
所
数
で
あ
り
，
重
複
を
整
濯
す
る
と
，
二
次
下
請

4.700

事
業
所
，
三
次
下
請
31.600

事
業
所
程
度
と
推
計
さ
れ
る
。

2. 
下
請
事
業
所
に
は
い
わ
ゆ
る
協
力
工
場
等
を
含
む
。

3. 
作
業
内
容
事
業
所
割
合
に
つ
い
て
は
，
四
捨
五
入
の
た
め
合
計
は
必
ず
し
も

100
に
な
る
と
は
限
ら
な
い
。

出
所
)

W
中
小
企
業
白
書
~

(1978
年
)
168-9

ペ
ー
ジ
。

回待感正+キ制覇誇..>J<-:!l終
Q
組
組
鍵
剰

1
 !歪同



立
教
経
済
学
研
究
第
四

O
巻
一
号
ハ
一
九
八
六
年
)

自動車の生産構造の比較第15図

一

口

問

-

型

他

青

-

成

の

三

J

、
ク
そ

下
-
、
じ
ツ
、

η-
キ
ね
チ
付

c-
ツ
・
ス
組

下
-
メ
ね
-7

、

立
一
、
ば
プ
工

J
一
工
、
、
加

次
一
加
工
品
目
剛

z-
ス
加
造
部

-
レ
削
鍛
殊

-
ブ
切
鋳
特

』

主要部品生産事業部

〈注) 1. 外製比率=購買費用+外注(下請・加工)費用
(1973年) 総製造費用 xl00 

2. 1次下請企業等においては，親企業は必ずしも 1社とは疎らない。

出所) If'中小企業白書JI(1980年)348ページ。

四
六

に
な
る
。
こ
こ
で
重
要
な
点
は
、
こ
の
階

層
別
の
量
産
・
非
量
産
の
分
業
構
造
の
な

か
で
は
部
品
メ
ー
カ
ー
を
は
じ
め
、
中
小

下
請
企
業
に
な
る
ほ
ど
、
技
術
革
新
の
困

難
な
、
よ
り
労
働
集
約
的
な
工
程
を
分
担

す
る
こ
と
で
あ
る
が
、

の
ち
に
み
る
よ
う

な
日
本
経
済
の
特
質
で
あ
る
規
模
別
賃
金

格
差
日
労
働
賃
金
の
階
層
的
な
配
置
を
十

二
分
に
利
用
し
て
最
末
端
の
小
零
細
下
請

の
コ
ス
ト
は
現
状
で
も
韓
国
で
の
海
外
生

産
並
み
の
コ
一
割
安
で
あ
る
。

こ
う
し
て
ト
ラ
ス
ト
企
業
は
、
先
進
技

術
の
採
用
と
大
量
生
産
技
術
の
適
用
に
よ

っ
て
高
い
品
賓
と
低
コ
ス
ト
を
導
き
出

し
、
大
手
部
品
メ
ー
カ
ー
を
は
じ
め
、
中

小
下
請
け
企
業
で
は
労
働
集
約
的
作
業
を

低
賃
金
労
働
力
に
依
拠
し
て
処
理
す
る
と



い
う
方
式
で
日
本
工
業
の
階
層
的
構
造
を
利
用
し
、
こ
れ
ら
の
有
機
的
結
合
に
よ
っ
て
二
重
の
コ
ス
ト
・
ダ
ウ
ン
を
実
現
し
て
き
た
の
で

あ
る
。
こ
の
点
は
第
臼
図
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
日
本
の
自
動
車
ト
ラ
ス
ト
企
業
の
内
製
比
率
が
わ
ず
か
二
五
パ
ー
セ
ン
ト
で
(
ア
メ
リ

カ
は
四
八
パ
ー
セ
ン
ト
)
、
大
部
分
が
外
注
・
下
請
け
に
依
存
し
て
い
る
こ
と
に
も
あ
ら
わ
れ
て
お
り
、

し
か
も
、
こ
の
下
請
け
形
態

が
、
ア
メ
リ
カ
に
み
ら
れ
る
よ
う
な
部
品
を
製
造
し
て
い
る
企
業
か
ら
購
入
す
る
と
い
う
水
平
分
業
の
形
態
で
は
な
く
、
あ
く
ま
で
も
親

ハ
3
)

企
業
が
下
請
け
中
小
企
業
を
一
方
的
に
利
用
す
る
と
い
う
霊
直
的
支
配
の
形
を
と
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
日
本
最
大
の
自
動
車
メ
ー
カ
ー

で
あ
る
ト
ヨ
タ
自
工
の
一
次
か
ら
三
次
ま
で
の
関
連
下
請
け
企
業
数
は
第
M
図
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、

一
九
七
七
年
三
六
、
四

O
O事
業

所
あ
る
。
し
か
も
、
こ
の
莫
大
な
数
の
下
請
関
連
企
業
が
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
導
入
し
た
効
率
的
で
、
組
織
的
な
管
理
で
あ
る
、
い
わ
ゆ
る

「
か
ん
ば
ん
方
式
」
の
も
と
で
ト
ヨ
タ
に
一
体
化
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
「
か
ん
ば
ん
方
式
」
を
基
盤
と
し
た
「
ト
ヨ
タ
協

力
企
業
」
の
組
織
化
も
お
こ
な
わ
れ
て
お
り
、
そ
の
う
ち
の
一
次
開
力
メ

l
カ
の
組
織
化
の
概
要
を
み
た
の
が
第
M
表
で
あ
る
。
こ
う
し

た
ト
ヨ
タ
・
ト
ラ
ス
ト
体
の
効
率
的
な
組
織
化
と
整
然
た
る
下
請
管
理
に
典
型
的
に
し
め
さ
れ
る
大
企
業
の
下
請
中
小
企
業
の
利
用
シ
ス

テ
ム
も
欧
米
の
先
進
工
業
国
に
は
み
ら
れ
な
い
日
本
特
有
の
も
の
で
あ
る
。

他
方
、
下
請
中
小
企
業
も
今
日
で
は
、
産
業
ロ
ボ
ッ
ト
や
M
C
-
N
C
工
作
機
な
ど
、
い
わ
ゆ
る

M
E
化
が
顕
著
で
あ
る
。
労
働
省
の

調
査
(
一
九
八
一
年
六
月
)
に
よ
れ
ば
、

M
C
-
N
C
作
機
の
導
入
状
況
は
従
業
員
一
、

0
0
0人
以
上
で
九
三
・
七
パ
ー
セ
ン
ト
、
三

o
o
t九
九
九
人
で
七
六
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
、

一
O
Q
t二
九
九
人
で
五
七
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
、
一
ニ

O
t九
九
人
で
四

0
・
九
パ

l
セ
ン

ト
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
ば
親
企
業
に
よ
る
き
び
し
い
品
質
精
度
の
要
求
に
応
え
る
た
め
に
、
新
鋭
機
械
の
導
入
を
余
儀
な
く
さ
れ
て

い
る
こ
と
を
し
め
し
て
い
る
。

い
わ
ゆ
る
、
「
機
械
化
貧
乏
」
の
現
象
で
あ
る
。
こ
れ
ら
自
動
機
の
導
入
は
中
小
企
業
の
な
か
に
昼
夜
交
替

制
を
普
及
さ
せ
、
労
働
時
聞
を
い
っ
そ
う
長
く
、
労
働
の
強
度
を
強
め
さ
せ
て
い
る
。

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

一
四
七



一
四
八
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(重複を除くと171社〉

考

部品関係メーカー

備

会

栄

豊

長

A 
口

ぷ〉
A 

'十
l

三
回

協

精

長

会

さ
き
に
も
ふ
れ
た
よ
う
に
、
ト
ラ
ス
ト
企
業
の
重
層
的
生
産
体
制
は
同
時
に
賃
金
の
階

層
格
差
に
も
と
づ
く
加
工
賃
単
価
格
差
の
利
用
形
態
で
も
あ
る
こ
と
は
あ
き
ら
か
で
あ

る
第
四
表
は
-
九
人
二
年
製
造
業
に
お
け
る
従
業
員
規
模
別
賃
金
格
差
を
国
際
比
較
し
た

も
の
で
あ
る
。
日
本
で
は
労
働
者
一
、

0
0
0人
以
上
の
企
業
の
賃
金
を
一

O
Oと
し
た

場
合
、

一
t九
人
の
零
細
企
業
の
賃
金
は
わ
ず
か
そ
の
三
分
の
一
の
三
三
・
八
パ
!
セ
ン

ト
に
す
ぎ
な
い
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
企
業
規
模
別
で
犬
き
な
賃
金
格
差
の
あ
る
国
は

欧
米
の
先
進
工
業
国
に
は
な
い
。
こ
う
し
た
下
請
中
小
零
細
企
業
企
業
の
労
働
者
の
低
賃

金
を
土
台
と
し
た
低
コ
ス
ト
が
国
際
競
争
力
の
強
さ
の
都
密
な
の
で
あ
る
。

中
小
企
業
に
お
い
て
は
こ
の
よ
う
に
賃
金
が
低
い
と
い
う
だ
け
で
は
な
く
、
労
働
時
間

は
長
く
、
残
業
も
多
く
、
職
場
も
大
変
危
険
で
あ
る
。
週
当
た
り
所
定
労
働
時
間
で
は
四

八
時
間
以
上
が
従
業
員
三

O
i九
九
人
規
模
で
四

0
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
、

一、

0
0
0人

以
上
で
は
わ
ず
か
ニ
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
、
そ
の
五
一
・
五
パ
ー
セ
ン
ト
が
四

0
時
間
未
満

と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
労
働
省
の
調
査
(
一
九
八

O
年
〉
に
よ
れ
ば
、
休
業
四
日
以
上

の
労
働
災
害
に
よ
る
死
傷
者
は
一
ニ
コ
一
、
七
六

O
O人
、
う
ち
死
亡
者
が
三
、

0
0九
人
と

先
進
工
業
国
の
な
か
で
日
本
は
ず
ば
ぬ
け
て
労
働
災
害
が
多
い
。
し
か
も
、
こ
の
死
傷
者

の
八

O
パ
ー
セ
ン
ト
は
中
小
企
業
で
起
っ
て
い
る
。
こ
の
原
因
に
は
、
大
企
業
の
下
請
け



工場規模別にみた 1人あたり賃金の比較

|アメリカ| 西 ド イ ツ
(1977) I (1977) ~I イギリス

(1954) 

1~ 9人 33.8 

10~ 49人 54.8 66.3 71. 4 79.9 

50~ 99人 60.3 74.5 80.9 

100~ 499人 73.4 
70.7 

80.1 83.6 

500~ 999人 85.5 86.1 89.3 

1000人~ 100.0 100.0 100.0 100.0 

企
業
へ
の
単
価
切
下
げ
、
納
期
短
縮
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
劣
悪
な
作
業
環
境
に

加
え
て
、
中
小
零
細
企
業
に
は
労
働
組
合
の
組
織
化
が
お
く
れ
、
多
く
の
労
働
者
が
無
権
利
な

状
態
に
放
置
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
中
小
零
細
企
業
で
働
く
労
働
者
は
日
本
で
は
圧
倒
的
な
多
数
を
占
め
て
い
る
。

一
九
八

O
年一ニ

O
O人
未
満
規
模
の
企
業
で
働
く
労
働
者
は
入

O
三
万
人
で
、
全
体
の
七
三
・

五
パ
ー
セ
ン
ト
に
及
ん
で
お
り
、
し
か
も
、
こ
の
比
重
は
七
五
年
の
七

0
・
七
パ
ー
セ
ン
ト
か

ら
増
加
し
て
き
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
中
小
零
細
企
業
で
働
く
労
働
者
の
労
働
条
件

の
悪
さ
は
、
大
企
業
の
労
働
者
に
と
っ
て
、
職
場
か
ら
追
わ
れ
れ
ば
た
ち
ま
ち
こ
の
よ
う
な
悪

出所〉生産性本部『活用労働統計~ (1987)。

い
条
件
の
中
小
零
企
業
に
転
落
す
る
以
外
に
な
い
と
い
う
現
実
的
効
果
を
も
っ
て
い
る
。
ま

日本
(1978) 

た
、
他
方
で
は
こ
れ
ら
大
企
業
の
労
働
者
は
、
中
小
企
業
の
労
働
者
に
く
ら
べ
相
対
的
に
有
利

な
労
働
条
件
に
あ
る
た
め
、
労
働
貴
族
的
意
識
を
も
ち
や
す
い
こ
と
も
事
実
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
格
差
が
あ
る
か
ら
こ
そ
、
労
働
者
は
大
企
業
の
な
か
に
あ
っ
て
自
由
や
民
主
主

義
が
抑
圧
さ
れ
て
も
、
大
企
業
か
ら
離
れ
る
こ
と
を
お
そ
れ
、
非
合
理
な
扱
い
に
耐
え
、
ま

た
、
欧
米
諸
国
に
く
ら
べ
て
労
働
条
件
が
よ
い
わ
け
で
も
な
い
の
に
企
業
に
従
属
的
と
な
り
が

ち
に
な
る
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、
こ
の
格
差
が
企
業
別
組
合
の
労
使
協
調
主
義
の
形
成
基
盤
と

も
な
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
格
差
こ
そ
日
本
的
経
営
の
存
立
基
盤
な
の
で
あ
る
。

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

四
九
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二五
O

(

1

)

福
島
久
一
稿
「
中
小
企
業
の
構
造
的
特
質
と
下
請
制
」
(
藤
井
・
丸
山
編
『
日
本
的
経
営
の
構
造
』
)
一
三
0
ペ
ー
ジ
以
下
@

ハ2
)

日
本
の
自
動
車
工
業
と
下
組
問
中
小
企
業
・
労
働
者
と
の
関
連
、
と
く
に
ト
ヨ
タ
に
関
し
て
は
次
の
研
究
が
参
考
に
な
る
@
小
山
陽
一
編
『
巨
大

企
業
体
制
と
労
働
者
l
ト
ヨ
タ
の
事
例
l
』
(
一
九
八
五
年
、
御
茶
の
水
書
一
屍
〉
、
野
原
光
「
『
ト
ヨ
タ
企
業
集
団
』
に
お
け
る
労
働
者
支
配
と
矛
盾

転
嫁
の
連
関
構
造
」
(
『
研
究
紀
要
』
(
日
本
福
祉
大
学
)
第
四
六
号
)
、
地
域
構
造
研
究
会
「
自
動
車
産
業
に
お
け
る
労
働
者
の
調
達
・
選
別
・
排
出

の
機
構
」

Q
研
究
紀
謹
第
五
三
号
)
、
浅
井
卯
一
稿
「
自
動
車
工
業
に
お
け
る
労
働
力
類
型
」
(
『
研
究
紀
要
』
第
笠
七
号
)
な
ど
。

(

3

)

中
小
企
業
の
国
際
比
較
に
関
し
て
は
次
の
研
究
が
参
考
と
な
る
@
渡
辺
陸
・
前
川
恭
一
一
線
『
現
代
中
小
企
業
研
究
(
下
回
(
一
九
八
四
年
、
青

木
書
庖
)
、
池
田
正
孝
稿
「
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
工
業
に
お
け
る
生
産
シ
ス
テ
ム
の
国
際
比
較
」
ハ
『
中
央
大
学
一

O
O周
年
記
念
論
文
集
』
一
九
八
五
年
V

5 

む
す
び
1
1日
本
的
経
営
の
展
望

以
上
み
て
き
た
よ
う
に
日
本
的
経
嘗
を
支
え
て
い
る
も
の
は
、
日
本
型
企
業
社
会
で
あ
る
。

こ
の
日
本
型
企
業
社
会
は
、

「
官
民
協
調
シ
ス
テ
ム
」
に
子
り
れ
る
企
業
国
家
を
支
柱
と
し
、
こ
の
上
に
大
企
業
の
経
営
者
の
強
聞
な

支
配
を
結
合
し
た
か
た
ち
で
出
来
あ
が
っ
て
い
る
。
そ
し
て
、
こ
の
大
企
業
の
経
営
者
の
支
配
は
、
企
業
集
団
の
絶
大
な
力
を
背
景
と
し

て
、
会
社
機
関
の
形
骸
化
に
よ
る
ト
ッ
プ
・
ア
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
専
制
的
支
配
と
、
他
方
で
は
こ
の
支
配
に
た
い
す
る
協
嗣
主
義
的
な
企
業

内
組
合
の
指
導
部
の
支
持
に
よ
っ
て
、
き
わ
め
て
強
固
に
確
立
し
て
い
る
と
い
う
特
慣
が
あ
げ
ら
れ
る
。

さ
ら
に
、
こ
の
よ
う
な
大
企
業
体
制
の
も
と
で
、
終
身
雇
用
制
、
年
功
制
賃
金
、
企
業
別
組
合
と
い
う
集
団
主
義
的
管
理
と
労
使
協
調

を
特
徴
と
す
る
日
本
的
労
使
関
係
が
展
開
し
、
ま
た
、
危
大
な
下
請
け
中
小
零
細
企
業
の
利
用
シ
ス
テ
ム
を
組
み
こ
ん
だ
重
層
的
生
産
体

制
を
確
立
し
、
こ
れ
ら
が
日
本
の
大
企
業
に
高
蓄
積
と
強
い
困
際
競
争
力
を
保
障
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
日
本
的
経
営
こ
そ
、
日
本
資
本
主
義
の
構
造
的
特
質
そ
の
も
の
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。
そ
の
意
味
で
、
日
本
的
経
営
の
本



質
は
近
い
将
来
、
完
全
に
崩
壊
し
去
っ
た
り
、
大
き
な
転
換
を
と
げ
る
と
は
考
え
ら
れ
な
い
が
、
し
か
し
、
日
本
資
本
主
義
の
蓄
積
構
造

の
変
化
と
労
働
者
階
級
の
動
向
に
対
応
し
た
か
た
ち
で
変
貌
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。

日
本
資
本
主
義
と
企
業
の
経
営
構
造

五


